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公立大学法人横浜市立大学基本情報 
１．現況（平成 26 年５月１日現在） 

①大学名 横浜市立大学 

②所在地 金沢八景キャンパス    横浜市金沢区瀬戸 22-２ 

     福浦キャンパス      横浜市金沢区福浦３-９ 

     鶴見キャンパス      横浜市鶴見区末広町１-７-29 

     舞岡キャンパス      横浜市戸塚区舞岡町 641-12 

     附属病院          横浜市金沢区福浦３-９ 

     附属市民総合医療センター 横浜市南区浦舟町４-57 

③役員の状況 

 理 事 長    田中克子 

 副理事長（学長）窪田吉信 

 理事数 10 名 監事数 ２名 

④学部・研究科の構成および学生数  総計 4,855 名 

 国際総合科学部             3,197 名 

 医学部 医学科              540 名 

看護学科              415 名 

都市社会文化研究科  （前期・後期課程）  53 名 

国際マネジメント研究科  （同）      33 名 

生命ナノシステム科学研究科（同）     157 名 

 生命医科学研究科     （同）      79 名 

国際総合科学研究科  （後期課程）         4 名 

 医学研究科      （修士・博士課程） 377 名 

 

⑤教職員数 

 教員   687 名 

 職員  2,317 名 

 

２．大学全体の理念 

 ①YCU ミッション 

 横浜市立大学は、国際都市横浜における知識基盤社会の都市社会インフ

ラとして、特に教育研究・医療の拠点機能を担うことをその使命として、

社会の発展に貢献する市民の誇りとなる大学を目指す。 

 

②大学の基本方針 
教育重視 自らの課題を見つけ探究する姿勢と様々な問題に対して解決する能力

が備わった人材の育成に努めます。 

学生中心 常に学生のキャリア開発に主眼を置き、学生のニーズに応える様々な 

     支援プログラムの提供に努めます。 

地域貢献 横浜市が有する意義ある大学として、地域への貢献をさらに推し進めます。 
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平成 26 年度実績報告書「総括」 

 
  第２期中期計画の４年目にあたる平成 26 年度は、国による国立大学を中心とした改革、各大学のグローバル化の加速、国家戦略特区

「東京圏」の始動、診療報酬改定や消費税増税等の動きがみられる中、法人としては、平成 29 年度からの第３期に向けた展望を描くため

の基盤づくりの年と位置づけ、取組を進めた。 

教育・研究面においては、医学部における「2023 年問題」への対応を含めたカリキュラムの見直し、先端医科学研究センターにおける

大型研究の着実な推進や体制づくりのほか、「横浜臨床研究ネットワーク」の整備や「次世代臨床研究センター（Y-NEXT）」設置に向けた

検討、医療面においては、附属病院における第Ⅰ相治験の受託（４件）及びセンター病院における政策医療への対応（地域がん診療連携

拠点病院指定、横浜市重症外傷センター整備）や初期臨床研修医採用フルマッチ、法人経営面では職員の人材育成に向けた取組を進めた。

また、第２期中期計画前半３年間（23～25 年度）の振り返りを行い、第２期計画の進捗状況を把握して今後取り組むべき課題を洗い出し、

目標の確実な達成への道筋をつけた。 

その結果、年度計画については、本実績報告書に記載のとおり、概ね順調に実行することができた。 

今後は第３期に向けて、教育の質的向上のさらなる具現化、外国人留学生の質・量の確保、国際性を有する医療人材の育成、先進的研

究推進のための財源確保、着実な病院経営や医療機器の整備、寄附拡充や徹底した個人情報保護対策、等の課題に取り組んでいく。 

 

＜主な取組＞ 

教育 

 中期計画達成に向け、「ポリシーに沿った大学運営」、「学部・大学院間の一貫性のある教育」、「領域横断的な教育・研究の推進」、「教育

環境の整備」に引き続き取り組んだほか、国際総合科学部については SWOT 分析＊などにより学部の特徴を整理し、学生のコア能力等の要

素を設定、各学系で内容の定義付けを実施した。平成 27 年度以降、さらに内容を深化させ、第３期中期計画に向けて次世代カリキュラム

についての検討を進める。また、医学部については国際認証基準への対応に向けて、各研究科においては質的改革検討部会での検討など

をもとにカリキュラム改善等に取り組んだ。 

＊SWOT 分析：組織を、「強み(Strength)」「弱み(Weakness)」「機会(Opportunity)」「脅威(Threat)」の 4つの軸から評価する手法のこと。 

 

学生の国際経験の推進と英語教育の強化 

アカデミックコンソーシアム事業については、第５回総会及び国際シンポジウムをベトナム国家大学にて開催し、共同研究に向けた教

員による研究発表を行った。併せて、本学学生が海外大学の学生と共に調査、議論するなど、貴重な機会を提供することができた。また、

マレーシア科学大学にて第２回 SUDP*を開講し、本学とマレーシア科学大学との連携により、共通テキストの作成に着手した。さらに、

グローバル都市協力研究センター（GCI）では、ユニット毎に均等配分していた研究活動費を見直し、競争的資金を導入したことにより、

アカデミックコンソーシアムメンバー大学や横浜市をはじめとしたアジア各都市との連携のもと、イロイロ市（フィリピン）、セベランペ

ライ市（マレーシア）等の都市課題解決に取り組む具体的な事業への着手につなげた。 
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留学プログラムの拡充については、新規交換留学協定締結大学のベネチア大学（イタリア）及びタマサート大学（タイ）へ学生を派遣

すると共に、ベネチア大学から留学生を受け入れた。また、リヨン第３大学（フランス）及びマレーシア科学大学と交換留学を開始する

合意をとりつけた。特にリヨン第３大学とは、リヨン市・横浜市姉妹都市 55 周年を機に、大学間での新たな連携を図ることができた。新

たに立ち上げた教育の国際化にかかる教員活動支援プログラムにおいては８件の応募があり、新規 MOU 締結（マケレレ大学）、新規学生派

遣プログラム（バース大学、サセックス大学）の立ち上げ等、具体的な成果につながった。 

医学科においては、平成 25 年度から４年次に「研究実習（リサーチ・クラークシップ）」を開講し、学内の研究室配属だけでなく、国

内の外部研究機関に学生を派遣しているが、平成 26 年度には初めて米国カリフォルニア州サンディエゴ市のサンフォード・バーナム医学

研究所に２名の学生を派遣した。平成 27 年度以降のさらなる海外派遣拡充に向けて、同じくサンディエゴ市ラホヤアレルギー免疫研究所

（LIAI）、カリフォルニア大学サンディエゴ校（UCSD）、米国ニューヨーク州コールド・スプリング・ハーバー研究所、カナダのカルガリ

ー大学を新規派遣先として合意を得られ、平成 27 年度のリサーチクラークシップで学生派遣が決定している。また、平成 28 年度以降の

派遣に向けて、シンガポール国立大学とも合意を得られた。 

「Practical English」（PE）については、１年次の PE 受講者を対象として TOEFL に特化したｅラーニング(ASL)を導入したことなどに

より、平成 26 年度後期終了時点の国際総合科学部１年次の PE 単位取得率がはじめて 60％を超え（26 年度：61.6％、25 年度：58.0％）、

看護学科においても TOEFL-ITP 500 点相当のスコアで単位取得に至った学生が、30 名を超えた（26 年度：32 名 25 年度：23 名）。また、

コミュニケーション能力の向上を目的として、１年次クラスを対象としたスピーキングテストを学期末に試行的に導入し、TOEFL-ITP に

加えて単位認定基準とするような取組を進めていくこととした。さらに、医学部における２年次以降の英語教育充実に取り組むため、後

期に APE を開講、看護学科生向けには通年で PE を週３回開講し、PE センター福浦分室の平成 27 年度設置に向けた準備を行った。そのほ

かにも、国際総合科学部 FD 研修会にて、英語で行う授業のワークショップを実施したことにより、PE の単位取得早期化や APE 履修に向

けての取組に関する議論が活性化した。 

*Sustainable Urban Development Program :都市課題共通教育プログラム 

 

地（知）の拠点整備事業（大学 COC 事業）の推進 

 「地（知）の拠点整備（COC）事業」の一環となる全学的なプログラムとして、地域に関する学習、能動的な学修の普及を目的とした「地

域実践プログラム」を前期科目からスタートし、34 名がプログラムに参加した。また、同プログラムの受講者等を主な対象とした各種ス

キル（ホームページ作成、映像制作、地域レポーター養成）を学ぶサポートプログラムを実施し、36 名が参加した。 

平成 27 年１月にはボランティア支援室を開設し、学外からのボランティアニーズを一元的に集約するとともに、ボランティアの安全性

や有用性の確認、情報提供及び相談事業を開始した。 

 

教育の質の向上に向けた取組の推進 

 教育の質的改革に向けた取組を推進するため、学術院国際総合科学群においては国際総合科学群調整会議、医学群においては医学教育

センター将来構想ワーキングで進捗確認を行い、都市社会文化研究科のカリキュラム改革や履修モデルの作成、国際マネジメント研究科
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のサービス科学を中心に据えたカリキュラム案の作成、理学系の見える化に向けた検討、グローバルスタンダードに準拠した医学教育カ

リキュラムの策定、PE センター福浦分室設置等に取り組んだ。また、スーパーグローバル大学創成支援をはじめとする文部科学省等補助

事業へ６件の申請を行った。結果は全て不採択となったが、本学の国際化に向けた将来構想等の基盤となる検討を重ねることができた。

今後も外部資金獲得に向けて、戦略的かつ組織的に取り組む体制を構築していく。 

 認証評価の受審に向けては、学部・研究科、所管部局へ自己点検実施の依頼を行い、自己評価書原案として取りまとめ、本学の取組に

ついて、優れた点と改善点を明確化することができた。 

 

医学教育の質の保証 

「2023 年問題」への対応を含め、これまで以上に教育の質を高めていくために医学教育センターを中心に多角的な視点から検討・見直

しを行った。平成 27 年度入学生から導入する新カリキュラムにおいては、臨床実習の充実化を図るために、期間をこれまでの 54 週から

70 週へと拡大させた。さらに２年次以降の医学教育専門科目においては、授業時間を 1回 90 分から欧米並みの 60 分とし、教育手法の見

直し促進と学生の集中力維持のほか、能動的学習の積極的な展開を図った。具体的な能動的学習の方法や、講義内容については、医学教

育センターに「能動的学習教育推進部会」を設置し、検討を行っていくとともに、マニュアルの作成や FD の実施を通じて教員へ周知徹底

を図っていく。 

超高齢社会における地域医療の課題に対応した教育を行っていくため、平成 26 年４月に「総合診療医学」教室を設置し、教授が着任し

た。さらに、10 月から准教授も着任し、体制を強化した。当該教室を中心に、多職種連携など学部教育の充実化のほか、新専門医制度に

向けた専門医養成プログラム（総合診療専門医）の作成も行っている。 

看護学生・看護師のキャリア支援については、附属２病院と看護学科との連携会議の年間計画に沿って、臨地実習指導研修会の実施計

画を策定した。さらに附属２病院とともに、看護キャリア開発支援センターの設置に向けて検討し準備を進め、平成 27 年４月１日の設置

に至った。当センターにおいて平成 27 年度から神奈川県の委託事業として、実習指導者講習会の開催をすでに予定している。 

 

 

入学から卒業、卒後までの一貫したキャリア支援の実施 

 平成 26 年４月から全学組織「キャリア支援センター」を立ち上げ、センター主催のキャリア形成支援委員会を年６回開催した。平成

27 年度から「キャリア形成実習（キャリアデザイン）」をセンター長が担当することとし、従来課外で実施してきたキャリアデザインセ

ミナーの要素を科目内容に反映させた。また、平成 25 年 11 月に北九州市立大学と本学で開始した就職支援パートナーシップ事業を６月

から 11 大学に拡充して全国展開を行った。10 ヶ月間での各種情報提供、相談等のパートナーシップ利用実績は、22 件となり、そのうち

本学学生が他大学を利用した実績は１件、本学が受け入れた実績は２件となった。本学は幹事校として国公立の 11 大学をまとめる存在と

なっている。 
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研究 

先端医科学研究センターを拠点とした研究開発 

 先端医科学研究センターにおいては、大型研究プロジェクトの一つである文部科学省イノベーションシステム整備事業の中間評価にお

いて、Ａ評価という高い評価を受けるとともに、厚生労働省の難治性疾患実用化研究事業「遺伝子性難治性疾患の網羅的遺伝子解析拠点

研究」にも新たに採択されたことにより研究拠点が追加された。このような研究をさらに推進する研究環境を充実させていくため、先端

医科学研究センターの共同研究拠点のさらなる機能強化に向けて先端医科学研究棟の増築を決定し工事に着手した（平成 27 年８月竣工予

定）。また、10 月にはセンター初の専任教員として、プロテオミクス、バイオインフォマティクス、トランスレーショナル・リサーチの

３分野でそれぞれ専任の准教授が１名ずつ着任し、活動を開始している。 

 

研究推進体制の整備、研究の充実・外部資金獲得 

 戦略的研究推進費第２期について、研究戦略委員によるサポートミーティング兼中間評価を実施し、進捗状況確認、アドバイス等を行

った。また、科研費の申請に向けて、産学連携コーディネーター等による計画調書書き方説明会、計画調書作成サポート及び応募手続説

明会を実施した。外部研究費獲得額及び件数（奨学寄附金を含む全体）については、社会動向による大学への奨学寄附金見直し等の影響

により、過去最高となった前年度を下回るものの、年度計画における到達目標（奨学寄附金を除く外部研究費獲得件数：平成 21 年度の

14％増）は、上回る結果となった。平成 27 年度からは、４月に開設した学長を室長とする「URA 推進室」において、全学的な視点から、

戦略的取組を検討・推進する。 

また、研究成果の情報発信等により医学系を中心とした知財関連の収入が増加し、総額 2,000 万円を超える収入を得ることができた。

さらに技術移転委託機関を活用し５件の知財案件の営業活動を行った。平成 27 年度も引き続き研究成果の PR を強化していく。 

 

産学連携の推進 

 木原記念横浜生命科学振興財団及び横浜企業経営支援財団（IDEC）と包括協定を締結し、研究者ニーズの掘り起こしに向けたヒアリン

グの実施や、中小企業とのマッチングを行う医工連携セミナーの開催（２回）を共同で行った。また、前年度に引き続き、キャリア支援

センターとの共催により、共同研究企業のネットワークを大学院生等の人材育成に活用し、魅力ある大学づくりに貢献することを目的と

した職種研究セミナーを平成 27 年２月に開催をした。 

国際戦略総合特区事業においては、平成 26 年度に１プロジェクトが経済産業省から特区事業として財政支援を受け、また他の１プロジ

ェクトが横浜市特区リーディング事業助成金による財政支援を受けた。 

 

先進的ながん研究の推進 

 平成 26 年 10 月施行の横浜市がん撲滅対策推進条例への対応を図るため、平成 27 年４月に、学術院会議のもと、「市立大学におけるが

ん研究への支援事業対応本部」を設置し、附属病院先進医療推進センターの取組やがん研究への URA の支援を推進していく。 
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附属２病院 

 平成 26 年度は、診療報酬改定及び消費税増税と、病院経営には厳しい状況であった。それらに適切に対応するよう努力してきたものの、

センター病院では厳しい決算となったが、医療安全と医療の質の確保に努めるとともに、政策医療等の年度計画を着実に両病院とも実行

し、求められる役割を果たした。 

 

市の政策医療への対応・医療機能の充実 

政策的医療については、附属病院において地域がん診療連携拠点病院の指定要件厳格化に対応し、継続が認められたほか、センター病

院も附属病院同様に地域がん診療連携拠点病院の指定を受け、２病院が共に地域がん医療の中心的役割を果たしていくこととなった。ま

た、センター病院では「横浜市重症外傷センター」を設置し、初療室への CT の整備を行うなど、救急医療の中心的病院としての機能を更

に高めた。 

 高度かつ先進的な医療については、附属病院では、手術支援ロボット（ダ・ヴィンチ）を導入し実績を上げているほか、センター病院

では高度な医療を提供できるハイブリッド手術室の整備など、医療機能の更なる高度化を図った。 

先進医療については、申請に至る諸手続きを着実に進め、附属病院で１件、センター病院で３件が新規に承認された。これにより、セ

ンター病院においては中期計画目標に定めた承認件数を達成することができた。また、横浜市の「総合的ながん対策推進事業」の一つと

して、本学におけるがん研究に対し、先進医療推進事業および研究支援を行うURAへの支援が平成27年度より新たにされることとなった。 

臨床研究・治験への取組としては、本学が中心となって、横浜市及び周辺地域の 14 病院からなる「横浜臨床研究ネットワーク」を発足

させ(26 年度中に１病院が加わり、計 15 病院)、各医療機関が連携して治験や臨床研究に取り組む体制を確立したほか、統計学専門家、

データマネジャー、臨床研究コーディネーター等の専門職を配置した「次世代臨床研究センター（Y-NEXT）」を平成 27 年度より設置した。 

治験の実績としても、附属病院では４件の第Ⅰ相治験を含む 32 件、センター病院では 17 件の治験・ジェネリック BE 試験を新規に受託し

た。 

 

医師や看護師等の人材育成・確保・労働環境整備 

医療人材の育成に関する取組として、まず看護職については、２病院看護部と看護学科の連携協力について検討を進め、看護職の学生

教育、採用・確保から生涯教育までのキャリア開発を一貫して企画立案、実施する組織として「看護キャリア開発支援センター」を平成

27 年度より設置した。（再掲） 

 研修医育成については、平成 27 年度初期臨床研修医採用のマッチングにおいて、附属病院では定員を充足できなかった（【基本プログ

ラム】26 年度：80.4％、25 年度：98.0％）ものの、センター病院で３年連続の定員充足率 100％を達成した。 

 医師の育成については、総合診療医学教室の設置に伴い、総合診療医育成への具体的な取組を開始したほか、新しい専門医制度に対応

すべく、関連病院とローテートや雇用体制を検討するための「専門医連絡協議会(仮)」の発足が決定した。 

  

 

6



病院の運営等 

自律的な経営基盤の確立について、附属病院では共用病床の運用方法を病棟医長会議で周知徹底するなどした結果、平均在院日数を短

縮し、新入院患者数を伸ばすことができた。（病床利用率 87.9％（平成 25 年度比 1.4 ポイント増）、平均在院日数 14.9 日（同 0.2 日減）、

新入院患者数 14,094 人（同 471 人増））センター病院では、病床調整担当医師ほか各職種が緊密に連携して取組を行ったほか、病床配分

の変更などを行い、その結果、病床利用率（90.7％、平成 25 年度比 0.5 ポイント増）、平均在院日数（13.7 日、同 0.1 日減）が改善する

とともに新入院患者数（17,566 人、同 258 人増）も増加した。 

手術件数については、両病院において手術部門運営委員会による手術枠の効率的な運用等に引き続き取り組んだ結果、附属病院では

5,871 件（同 160 件増）と増加したほか、センター病院では 7,625 件（同 31 件減）となったものの、大幅増となった平成 25 年度の手術

件数を維持することができた。 

 

医療安全と医療の質の確保 

 両病院において、医療安全文化の醸成と医療の質の向上の取組を行った。リスクマネージャー会議や安全管理対策委員会などあらゆる

機会を通じ、医療安全情報を院内に共有したほか、両病院による打合せを実施し、互いの医療安全に関するマニュアルの相互確認などを

行った。附属病院では課題解決のための職種横断的なプログラムを複数立ち上げて改善に向けた取組を行う等、「医療の質向上センター」

を中心として医療安全の推進を行った。センター病院では医療安全管理指針と医療安全マニュアルの構成・内容の変更・整理を行い、職

員が確認を行いやすいよう改善を行った。 

 

 

法人の経営 

職員の意欲・能力を高め、人を育てる組織風土づくりを醸成するためのプロジェクトの実施や、個人情報保護に向けた研修・体制等の

対策の強化に取り組んだ。 

 

ガバナンス・コンプライアンス 

 第３期中期計画期間に向け、大学・病院をとりまく情勢や中長期的な課題等を会議体でとりあげ、会議の活性化を進めた。またコンプ

ライアンス研修に事例演習形式を導入し、より実践的に進めるとともに、ハラスメント対策として e ラーニング研修の職員への拡充や、

新たに各拠点にハラスメント防止活動責任者・防止推進者を置くなど体制を強化した。 

 

教員の人事制度・職員育成 

平成 26 年度より、２年先までの期間のサバティカル取得を可能とし、利用しやすい制度に見直した結果、申請者が前年度の３名から７

名に増加、このうち３名を選定した。また、各所属から職員を募り「YCU 職員育成プロジェクト」を立ち上げ、民間企業や大学等への調

査を含む検討・協議を重ね、人事異動、研修等について改善提案を行うなど、職員の育成や現行の人事制度等の改善につなげた。 
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寄附制度の充実等の自己収入の拡充 

 新規に導入した「YCU 古本募金」については卒業生に広く周知したことにより１万冊を超える古本を集めたほか、寄附者の負担軽減を

図るため振込手数料の無償化など、寄附制度の充実に向けた取組を進めた。また、年間の資金繰りを見極めての経常資金の効果的な運用、

印刷物や Web ページを活用した広告収入の確保にも取り組んだ。 

 

大学広報の充実 

SNS など時代に合わせた情報発信ツールとして、ツイッターやフェイスブックによる情報発信を開始したほか、教員による情報発信を

積極的に進めるため更新を簡単に行えるCMSを導入した。またCOC事業に関するWebサイトの構築や広報誌での特集記事等のPRを行った。 

 

卒業生対策 

平成 26 年度の卒業生から、在学中に使用していたメールアドレスを卒業後も使用できるように設定し、メールマガジンをより多くの卒

業生が受け取れるようにするなど、情報発信のための環境を整備した。また、メールマガジンによる情報発信に加えて、インターネット

を使用しない年配層にも配慮し「市大 news」を創刊するなど、情報ツールを強化した。さらに、同窓会組織との連携により 11 月に開催

したホームカミングデーには過去最高の卒業生が参加した（26 年度：150 名、25 年度：83 名）ほか、初めて「キャリアサポーター懇親会」

を企画・開催し、約 100 名の参加者を得て、卒業生間の繋がる機会を作った。 

 

個人情報保護 

平成 26 年６月に発生した金沢八景キャンパスにおける個人情報漏えい事故の反省を踏まえ、自主点検や事務部門の相互点検を実施した

ほか、新たに係長級を個人情報保護実務者に位置付け、個人情報を適正に管理する体制を整えた。また、全教職員を対象に大学や病院で

起こりうる事例を盛り込んだ e ラーニングを実施するとともに、事務管理職を対象にヒューマンエラーを未然に防ぐための組織のチーム

ワークの向上等を目的とした研修を実施した。こうした中、平成 27 年４月に附属病院で個人情報紛失が発生したが、事例の反省、対応の

検討を踏まえ、学内啓発の実施等による個人情報管理の更なる徹底を実施していく。 

8



自己評価の集計結果一覧 (平成26年度）

A：年度計画を上回って実施している、B:年度計画を順調に実施している、C:年度計画を十分に実施できていない、D:年度計画を実施していない

項目 A B C D 合計 項目別

Ⅰ（合計） 大学の教育研究等の質の向上 2 59 0 0 61 B

　　Ⅰ-１-1  教育-全学的 1 16 0 0 17

　　Ⅰ-１-2  　　-学部教育 0 19 0 0 19

　　Ⅰ-１-3  　　-大学院教育 0 7 0 0 7

　　Ⅰ-１-4  　　-学生支援 0 9 0 0 9

　　Ⅰ-２-1  研究-研究水準及び研究の成果等 0 5 0 0 5

　　Ⅰ-２-2  　　-研究実施体制等の整備 1 2 0 0 3

　　Ⅰ-３-1  教育研究-教育研究の実施体制の整備 0 1 0 0 1 B

Ⅱ（合計） 附属２病院 5 47 1 0 53 B

　　Ⅱ-１  医療分野・医療提供等 4 9 0 0 13 B

　　Ⅱ-２  医療人材の育成等 1 15 1 0 17 B

　　Ⅱ-３  医療安全管理体制・病院運営等 0 23 0 0 23 B

Ⅲ（合計） 法人の経営 1 24 1 0 26 B

　　Ⅲ-１-1  業務運営の改善-ガバナンス・コンプライアンスの強化など運営の改善 0 2 0 0 2

　　Ⅲ-１-2  　　　　　　　-人材育成・人事制度 1 6 0 0 7

　　Ⅲ-１-3  　　　　　　　-大学の発展に向けた整備等 0 6 0 0 6

　　Ⅲ-１-4  　　　　　　　-情報の管理・発信 0 5 1 0 6

　　Ⅲ-２-1  財務内容の改善-運営交付金

　　Ⅲ-２-2  　　　　　　　-自己収入の拡充 0 3 0 0 3

　　Ⅲ-２-3  　　　　　　　-経営の効率化 0 2 0 0 2

Ⅳ（合計） 自己点検・評価 0 1 0 0 1 B

　　Ⅳ-１  事業の進捗管理 0 1 0 0 1 B

合計 8 131 2 0 141

B

B

B

B
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平成26年度計画

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マ
ネジメント研究科、生命ナノシステム科学研究科、生
命医科学研究科】
　学部及び各研究科のディプロマポリシー、カリキュ
ラムポリシーをコース会議、研究科教授会、研究科
運営会議にて教員間で共有し、ポリシーに基づいた
教育を実施する。年度末には、ポリシーに基づく教
育の効果検証を行う。また、学生が教育理念を理解
した上で、適切な科目履修ができるよう、オリエン
テーション、履修ガイド等を通じて、学部及び各研
究科における教育理念や教育内容の周知徹底を行
う。

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マネジ
メント研究科、生命ナノシステム科学研究科、生命医科
学研究科】
　４月のオリエンテーション、学部・研究科の各会議体、
学系・コース、研究科別のFD等で広くディプロマポリ
シー、カリキュラムポリシー、アドミッションポリシーを周
知し、学生向けの周知及び教員間の教育目的の共有
を図った。複数回にわたりポリシーを確認する機会が
設けられたことにより、学系・コース、研究科ごとにカリ
キュラムとの整合性や方向性の共有が図られ、各教員
がポリシーを踏まえた教育を意識することができた。
　また、学部については、学系長会議が中心となり、
SWOT分析などにより学部の特徴を整理した。具体的
には、学部学生の備えるべき特質の内、コアの能力と
して「問題発見・課題解決力」、「専門性」、「グローバ
ル」、コアの能力を高めるテコとして「キャリア意識」、
「社会人基礎力」の５つの要素を設定し、４学系それぞ
れで定義を行った。今後さらに内容を深化させ、次世
代カリキュラムについての検討を進める。

B

１　全学的な取組

実績

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組
　Ⅰ－１　教育に関する取組

（１）　教育の質の保証

中期計画 26年度計画

①　横浜市立大学は、学際的にさまざ
まな分野の知識を得て、多角的に物
事を考える力を養う教養と特色ある高
い専門性を兼ね備えた、豊かな人間
力を有する人材を育成することを目指
す。その実現に向け、本学がこれまで
維持してきた教育の質と水準を、本学
のミッション、ディプロマポリシー、カリ
キュラムポリシー、アドミッションポリ
シー※あるいは社会の変革に対応し
ながら更に向上させる。

※ディプロマポリシー、カリキュラムポ
リシー、アドミッションポリシー：　それ
ぞれ「学位授与の方針」，「教育課程
編成・実施の方針」，「入学者受入れ
の方針」の意。

自己評価

ディプロマポリシー・カリキュラムポリシー・アドミッションポリシーに沿った教育の実施
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

【医学部】
「2023年問題※」への対応として、国際認証基準を
満たすため、平成25年度に実施した外部評価の結
果も踏まえつつ、
①ＴＢＬ（チーム・ベースド・ラーニング※※）形式の
授業を実施する。
②５・６年次の病棟実習において、学生をスチュー
デントドクターと位置づけ、患者の理解を得ながら、
より学生参加型の実習を行う。

※2023年問題：米国以外の医学部出身者に対し
て、米国で医業を行う資格を審査するECFMG（外
国医学部卒業生試験委員会）が、「申請資格とし
て、2023年以降は、国際的な認証評価を受けてい
る医学部出身者に限る」と通告したことに端を発する
世界の医学教育での共通課題。

※※ＴＢＬ：学生が問題解決を個人と少人数のチー
ムで行いながら、定められた目標を達成する授業方
法。従来の講義形式とは異なり，事前に問題が与え
られ，個人とチーム単位の双方から解決していくプ
ロセスを通して学習を深める「能動的学習」が特徴と
なっている。

【医学部】
①TBL形式の授業を一部の科目で実施したが、具体
的な講義内容や方法などを医学教育センターとして十
分に管理・把握することができなかった。次年度以降は
より一層、質の高い授業の実施に向け、平成26年12月
に医学教育センターに能動的学習教育推進部会を設
置し、マニュアル作成等の検討を開始した。
次年度については、TBL形式授業を拡大するととに、
FDやマニュアル化により、授業内容の質的向上を図
る。
②（ⅰ）27年度入学生から国際基準に適合するように、
現在の54週の臨床実習を70週に拡大させるとともに、
個別指導の徹底や学生の評価方法の見直し等を検討
している。
（ⅱ）臨床実習の期間拡大および個別指導の徹底によ
り、卒業時の臨床能力の向上を図る。

B
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

【国際総合科学部】
　ゼミでの指導等を通じて、担当教員から学生へ卒
論評価・判定基準の周知を行う。また、卒論審査内
規を学部及び学系・コース会議で再確認し、各教員
が内規に基づいて卒論を審査するよう申し合わせを
行うとともに、平成25年度に指導体制等について整
備した卒論審査内規の内容についてブラッシュアッ
プされているか、検証を行う。

【都市社会文化研究科、国際マネジメント研究科、
生命ナノシステム科学研究科】
　学位審査が厳正に行われるよう、研究科主要会議
で学位審査内規の周知を行う。また、早期履修につ
いて、各研究科で前年度に改正された内容が適正
に行われているか検証を行い、必要に応じて見直し
を図る。

【国際総合科学部】
　ゼミでの指導を通じて卒論評価・判定基準を学生に
周知し、卒論審査までに徹底して指導を行うことができ
た。また、学部主要会議だけでなく、各コースでも内規
の確認を行うことで、適正に卒論審査を行うことができ
た。さらに、27年度に新コースから卒業生が輩出される
ことに伴い、内規の再確認と検証を学系及びコースで
検討し、新カリキュラムに適応した改正を行ったことに
より、新年度に向けた指導体制が整った。

【都市社会文化研究科、国際マネジメント研究科、生
命ナノシステム科学研究科】
　各研究科会議にて、学位審査内規を確認し、内規に
基づき、学位審査が行われた。また、３研究科博士前
期課程において、外国人国費留学生のみならず、全
学生を対象に前期末をもって修了、修士学位授与を
可能とする制度を整えた。これにより、優秀な人材を早
期に輩出できる体制が構築された。

【生命医科学研究科】
　学位審査が厳正に行われるよう、研究科主要会議
で学位審査内規の周知を行うとともに、適宜内規の
見直しを行う。

【生命医科学研究科】
　学位審査内規に基づき、博士前期課程の学位審査
を行い、32名の学位授与を行った。また、博士後期課
程の学位審査内規について検討を行い、新設した。
　さらに来年度実施に向けて早期履修制度について
検討、詳細を決定し、学生に周知した。

学位授与の基準明確化

B
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

【医学研究科】
①博士論文のＷｅｂ公開の義務化（平成25年度～）
を受けて変更した学位審査内規をもとに、学位申請
者にとってわかりやすい審査手引き等の改訂を行
う。引き続き、指導教員による適切な指導を行う。
②博士論文のＷｅｂ公開を学術機関リポジトリ※を通
じて実施するとともに、更なる活用法を検討する。

※学術機関リポジトリ：機関構成員が執筆した研究
論文等の学術成果をＷｅｂサイトを通じて誰もが無料
で閲覧可能な状態とするシステム。

【医学研究科】
①25年度中に申請の博士論文については、アップ
ロード作業が終了している。26年度中の申請について
も前半分はアップロードが終了し、後半分は順次アッ
プロード作業を進めていく予定である。
②博士論文の要約、要旨等、機関リポジトリから閲覧す
ることが可能となった。

B
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

【国際総合科学部】
①少人数制の教育によるきめ細かな教育指導を実
施し、授業評価アンケート、カリキュラムアンケートな
どによる教育効果の検証を行う。
②過年度受講者数データの確認と適切な受講者人
数の検討を踏まえて次年度のカリキュラムを策定す
る。また、学年を超えたジョイントゼミの導入につい
ても検討する。

【国際総合科学部】
①４月に学系（コース）オリエンテーションを実施し、教
養ゼミから卒業論文作成まで、継続性・双方向性を確
保した少人数教育を行っていくことについて、説明を
行った。加えて個別相談等の実施により、学生の履修
計画指導が適正に行われた。また、経営科学系につ
いては、学系内の教員増などにより、ゼミ定員を15人か
ら10人とし、きめ細かな教育ができる体制を整え、学生
一人当たりの報告時間や指導時間を適正に確保する
ことができた。
　少人数教育のコアとなるクラス担任制の満足度につ
いては、24年度科目と25年度科目のカリキュラム評価
アンケート の結果を比較した結果、４段階の回答のう
ち、「役立った・多少役立った」というポジティブな割合
はほぼ横ばいであったが、もっともネガティブである回
答の割合に減少がみられ、一定の効果を確認すること
ができた。
②27年度カリキュラムの策定にあたり、教務委員会に
おいて、「大人数講義の解消」「少人数講義のあり方」
など、科目の特性を踏まえ、適正人数で開講すること
を目的としたワーキングを設置した。27年度以降も、教
員間で情報を共有し、講義配置数・受講者適正数に
ついて、引き続き検討を行う。

B

少人数制による教育の実施
②　毎年度、各学部・研究科の教育
内容について学生のアンケートや成
績、教員からの意見、他大学等客観
的な指標との比較などを通じて、教育
の効果・成果を検証する。さらに、学
術情報の整備、およびファカルティ
ディベロップメント（ＦＤ）※活動等を通
じた教員の教育能力の一層の開発を
行う。また、入学試験についても検証
を実施し、適宜入試方法の見直しを
行う。　なお、学費のあり方についても
検討を進める。

※ファカルティディベロップメント
（ＦＤ）：授業方法・内容を、改善・向上
させるための組織的な取組。
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マ
ネジメント研究科、生命ナノシステム科学研究科】
　学部についてはFD推進委員会、研究科について
は教授会及び運営会議にて授業評価アンケート及
びカリキュラム評価アンケートの結果をフィードバッ
クし、学系（コース）、研究科別に実施するFDにおい
て結果の分析を行い、授業改善に向けた方策を取
りまとめる。
　授業評価アンケートについては、従来の集計結果
のフィードバックを行うことに加え、クロス集計を用い
てより詳細な集計結果をフィードバックし、授業改善
を図る。

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マネジ
メント研究科、生命ナノシステム科学研究科】
　授業評価アンケート、カリキュラム評価アンケートとも
に計画通り実施した。授業評価アンケートの結果は教
員管理職や各教員へフィードバックされるとともに、10
月のFD推進委員会で報告、改善点の検討を行った。
カリキュラム評価アンケートの結果については、２月の
学系長会議・FD推進委員会で報告を行った。
　また、FD推進委員会にて両アンケートについての検
討ワーキングを設置し、６～10月にかけて結果を分析
した。併せて、アンケート結果を活用して、各学系・コー
ス及び研究科における課題の抽出などが行われ、教
育改善に向けてより実質的な検討を行うことができた。
カリキュラム評価アンケートについては、新コースの第
１期生が卒業する27年度に改訂を行うことを決定した。

【生命医科学研究科】
授業評価アンケートを実施することにより課題抽出
を行い、改善に向けた検討を行う事で、より良い教
育を行う環境づくりを図る。

【生命医科学研究科】
授業評価アンケートで要望が多かったパソコン、プロ
ジェクターなどの教室設備の環境を整えた。

【医学部】
①「2023年問題」への対応として、国際認証基準を
満たすため、平成25年度に実施した外部評価の結
果も踏まえつつ、ＴＢＬや学生参加型病棟実習を行
うとともに、卒業時アウトカム（学習成果・実行能力）
の再構築を行う。
②授業評価アンケートを引き続き実施し、経年比較
を通じて改善の度合いを示すことで、更なる改善を
図る。

【医学部】
①臨床実習期間を54週から70週へ拡大させたほか、
医学科専門科目の授業時間の60分化や能動的学習
の積極的な展開を図った。さらには本学ならではの特
色を活かした授業の展開など、医学教育の質的向上
に向けた取組を進めている。
②授業評価のアンケートのみならず、研究実習や病棟
実習に応じたアンケートを実施し、改善に努めている。

A

B

教育の成果・効果の検証体制の構築
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マ
ネジメント研究科、生命ナノシステム科学研究科、生
命医科学研究科】
　国際総合科学部については、各学系・コースでFD
方針を定め、継続的にFDを実施する。また、学部は
FD推進委員会、研究科は教授会及び運営会議に
てFDの年間活動計画を策定し、計画に基づきFDを
実施する。年度末には、年間のFDを総括し、課題
の洗い出し及び平成27年度FDの方針確認を行う。

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マネジ
メント研究科、生命ナノシステム科学研究科、生命医科
学研究科】
　学部については、FD推進委員会を中心に、FD研修
会を５回開催した。今年度はFD推進委員会の中にFD
研修会開催準備ワーキングを設置し、「現代学生の心
理的特徴や背景」「反転授業への取組」「アクティブ
ラーニングの推進」等、教員が興味関心の高いテー
マ・内容で企画・開催した。併せて、カリキュラム策定の
材料としても利用された。
　さらに、各学系・コース内でもFDが行われ、主体的に
企画・運営ができる体制が構築されたことで、FD活動
の活性化に繋がった。
　研究科についても、カリキュラムの検討や学生指導の
充実、研究室整備等を行った。

B

【医学部】
　学科毎のＦＤだけでなく、平成25年度に初めて
行った医学科・看護学科合同ＦＤのテーマである
「他職種協働教育」での成果を授業に生かすととも
に、引き続き共通のテーマに基づく合同ＦＤを実施
する。

【医学部】
医学科と看護学科・看護学専攻の合同FD研修を実
施。研修では特別講演（テーマ「専門職連携教育・実
践の推進のために」）と、３つのテーマを設けグループ
ディスカッションを行った。

B

FDの推進
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

①27年度入試は数学と理科の試験科目で新課程入試の初年度と
なったが、旧課程履修者に対する経過措置を行い無事に終了し
た。28年度入試は全科目新課程入試となるため、早期に入試情
報を周知し、本学への受験に繋がるように努めた。
②25年度の入試改革の検証を含め、毎年度の入試結果や入学
後の成績状況に基づき、継続した分析・検証を行いデータを蓄積
した。検証の結果、特に文系では入学後の平均成績がB方式（３
教科３科目型）に比べA方式（５（６）教科７科目型）入学者の方が
上回っていたことが分かった。今後も継続して分析を重ねる。
③特別選抜では、理学系で科学オリンピック入試を新設し、１名の
志願者があった。さらに志願者増を目指し、出願要件の検討を行
う。
④入試広報の強化策の一つとして、昨年度に引き続き、保護者対
象説明会の実施に併せて本学単独の入試相談会を実施した。長
野で４名、広島で21名、福岡で19名の参加があり、一定の成果を
上げることができた。
⑤学部広報活動として、より効果的な相談会等への参加を実施し
た。大学院では、学内推薦促進（主に理系）を目的とした本学学
生対象の説明会を実施した。また幅広い層の方へ参加してもらう
ため都市社会文化・国際マネジメント両研究科にて、入試説明会
を土曜日開催とした。さらに広報活動の強化としてJASSO（日本語
学校）での入試説明会を実施した。入試相談会１会場あたりの相
談者数増加（38.8名⇒41.3名）、学内推薦の出願数増加（36名⇒
48名）、入試説明会の参加者数増加（73名⇒103名）など、一定の
成果をあげることができ、入学定員充足率上昇にもつなげることが
できた。

①平成27年度及び平成28年度入試における旧課
程履修者に対する経過措置に向けた準備を進め
る。
②平成25年度の入試改革※を検証するため、入学
後の成績を確認し今後の入試改革に反映する。
③特別選抜における出願資格（英語資格等）を検
討するとともに必要措置を講ずる。
④保護者対象説明会の開催に併せた効果的な入
試相談会を実施する。
⑤学部・研究科の入試制度、入試説明会等の内容
及び実施時期等を見直し、より受験しやすくすること
で優秀な学生を確保する。

※平成25年度の入試改革について
国際総合科学部：公募制推薦入試、一般選抜A方
式・B方式入試
看護学科：５教科６科目型入試

戦略的な入試実施

B
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

①学部とも連携し、初年次教育から専門教育まで一
貫性を持たせたガイダンスを実施する。
②LL実習室・情報実習室を効率的に運用し、実習
主体の講義拡大を可能にする環境を整える。
③研修医、新任看護師等医療従事者などに向けた
専門職としての情報活用力を高める情報検索ガイ
ダンスを行う。
④図書館の活用を促進するために、学生ライブラリ
スタッフの活用を強化する。

①ガイダンスメニューの細分化及び充実を図り、教養
ゼミや専門教養ゼミにおいて、ゼミ毎に細かいカスタマ
イズができるような仕組みを用意した。
②LL・情報実習室の環境整備として、学生の実習に十
分な台数の端末を用意した。
③医療従事者への情報探索ガイダンスや医学部看護
学科と連携したガイダンスを開始した。
④学生ライブラリスタッフの活動として、図書館総合展
のポスターセッションへの参加、大学祭での図書館イ
ベント開催などを行った。

B

①学術情報センターのあり方を検討し、学修活動に
対応した環境を提供するため、グループ学習ス
ペースの拡大・増設、キャレルデスクの増設を行う。
②学術資料の保存機能の集中化を図る。
③次期図書館システム更新のための契約手続を行
う。
④機関リポジトリの運用において、博士論文の掲載
についての検討を行う。

①館内のゾーニングを進めるため、蔵書整理を含めた
レイアウト案を作成し、予算確保に向けて調整を行って
いる。また、情報機器について、授業での実習に適し
た機能を備えた端末に更新した。
②保存機能効率化に向け、医学情報センター所蔵雑
誌の整理を開始している。
③図書館システムは再度仕様書の見直しを進めてい
るため、次年度での契約となる。
④平成26年4月に機関リポジトリの運用を開始し、25年
度以降の博士論文が公開されている。
　また、コアジャーナル選定を図書館運営部会を通じ
て行ってきたが、急激な円安のためその維持も困難な
状況になりつつある。

B

学術情報の整備

教育支援の充実(学術情報）
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

　地域貢献や国際化につながる教育
研究の充実として、高校教育・学部教
育・大学院教育が連結した教育による
人材の育成に向けたプログラムの充
実を図る。
　国際化に向けた取組として、地域に
おける多文化共生の推進に関する取
組や、市内の国際機関との連携、アカ
デミックコンソーシアム※の充実等に
より、特にアジアを中心とした海外の
大学や研究機関との連携した教育研
究、人材交流を進める。また、これら
の取組を支える体制として、「グローバ
ル都市協力研究センター」を設置す
る。

※アカデミックコンソーシアム：横浜市
立大学が発起団体として設立した、主
にアジア地域を中心とした都市に所
在する大学間ネットワーク。

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マネジメント研究
科、生命ナノシステム科学研究科】
①②理数学生育成支援事業、チャレンジプログラムの募集要項の
見直しについては、計画通り実施した。
③計画通り連携事業を行ったほか、金沢高校については、10・11
月に実施する特別講義を2コマ増加し、多様なテーマを選択でき
るよう対応した。また横浜商業高校商業科では、日経STOCKリー
グに対しての指導・助言を継続したことにより、今年度も1グループ
が高校部門入選26グループの中に選ばれた。また国際学科か
ら、本学との高大連携事業に関する報告書が発行された。次年度
については、各高校から事業報告を頂き、本学ホームページに掲
載する方向で整理した。19年度より高大連携事業を実施する中
で、高校でも事業運営のスキルが蓄積されてきたことにより、効果
を上げるための工夫を双方で検討・提案する等、年々良い連携が
図られている。
【SGH関連事業】新たな取組として、横浜サイエンスフロンティア高
校にて１月に特別講義を実施した。南高校については、27年度の
SGH採択に向け連携方法を検討する中で、27年度から重点校とし
て承認し、部会を新設することとなった。県立横浜国際高校から
は、国際化に関連のある共通教養科目に生徒２名を受け入れた。
さらに県立横浜翠嵐高校とは、留学生を活用し、新たな連携方法
を構築した。25年度に結ばれた神奈川県との包括協定に基づき、
SGH事業に関与することで、県立高校との連携が図られた。
【英語科教員研修】横浜市立高校と神奈川県立高校で合同開催
し、所属の垣根を越えて意見交換を行う場が持たれた。
【その他】県立高校との連携拡充により事業数の増加が見込まれ
たため、教職員の負担適正化を進めるため、高大連携事業全体
で事業内容の精査と役割分担がなされた。今後も、各高校との事
業内容の精査・改編を継続し、SGHに関連したグローバル人材の
育成や、高校教員の指導力向上、本学の知名度向上や志願者増
加等、双方にとって利点の多い事業運営と、優秀な学生獲得に繋
がるよう方策を立てる。

B

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マ
ネジメント研究科、生命ナノシステム科学研究科】
①横浜サイエンスフロンティア高校からの入学者を
主な対象として、文部科学省GP「理数学生育成支
援事業」の申請内容に基づき、プログラムを実施す
る。
②横浜市立大学チャレンジプログラムの募集要項
の見直し等を行い、選抜者について一定数を確保
する。
③重点校３校（金沢高校・横浜商業高校・横浜サイ
エンスフロンティア高校）との連携について、横浜市
教育委員会・大学・高校の三者で十分に連携を取り
ながら、課題の抽出・解決に取り組み、より良いプロ
グラムを提示する。

（２）　地域貢献や国際化に繋がる教育研究の充実　【地域貢献】【国際化】

市立高校との連携　【地域貢献】
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

①平成26年９月開催予定の第５回アカデミックコン
ソーシアム総会をベトナム国家大学にて開催すると
ともに学生交流の拡充を図る。
②他大学を含めたユニット活動において都市との協
働体制のもと、都市への支援プロジェクトの検討を
開始する。
③メンバー大学におけるSUDP（Sustainable Urban
Developmenｔ Program）を新規に開講する。
④GCI研究体制の拡充を図り、外部資金獲得に向
けた調査及び申請を行う。

①第５回アカデミックコンソーシアム総会及び国際シン
ポジウムをベトナム国家大学にて開催した。共同研究
に向けた教員による研究発表を行うとともに、本学学生
が一つの目的に向けて海外大学の学生と共に調査、
議論するなど、深い交流とグローバルな体験を得る貴
重な機会を提供することができた。また、学生FWの参
加者が増加し、シンポジウムで成果を発表するポス
ターセッション、JICAホーチミンオフィスの協力による国
立チョーライ病院の訪問など、より充実したFWとなっ
た。さらには、第６回総会に向けて、参加大学代表教
員出席のもとプレカンファレンスを開催。IACSCの今後
の運営方法や戦略的共同研究の進め方等を協議する
定期的な場を持つことができ、横浜開催において第１
回IACSC国際学生フォーラムの開催を決定した。
②④グローバル都市協力研究センター（GCI）では、ユ
ニット毎に均等配分していた研究活動費を見直し、競
争的資金を導入したことにより、アカデミックコンソーシ
アムメンバー大学や横浜市をはじめとしたアジア各都
市との連携のもと、イロイロ市(フィリピン）、セベランペラ
イ市（マレーシア）等の都市課題解決に取り組む具体
的な事業への着手に結び付いた。
③マレーシア科学大学にて第２回ＳＵＤＰを開講し、本
学とマレーシア科学大学の連携により共通テキストの
作成に着手した。また、フィリピン大学でのSUDP開講
に向けてワーキンググループが発足。27年度開講に向
けた体制が整った。

Ｂ

アカデミックコンソーシアムの推進　【国際化】【地域貢献】
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マ
ネジメント研究科、生命ナノシステム科学研究科】
①海外大学との連携については、国際的機関であ
る独立行政法人国際協力機構（JICA）における人
材育成支援プログラムなどを活用し、学生交流を進
める。
②国内大学との連携については、文部科学省「地
（知）の拠点整備（COC）事業」との連携・融合によ
り、YCCスクールのプログラムを充実させ、横浜市
「東アジア文化都市事業」とのコラボレーション企画
を実施する。

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マネジメント研究
科、生命ナノシステム科学研究科】
① JICA ・ABEイニシアティブプログラムにて国際マネジメント研究
科に２名（タンザニア）、PEACEプロジェクトにて生命ナノシステム
科学研究科に１名（アフガニスタン）、国費留学生の大学推薦枠で
生命ナノシステム科学研究科に１名（ベトナム）の研究生を受入れ
た。海外からの学生受入を推進するため、履修ガイドの英訳版を
作成した。
②運営方針や行事日程を確認する４者の運営協議会を毎月実施
し、大学院正規科目授業、シンポジウム等を開催した。文部科学
省GP「地(知)の拠点整備事業」が始動したことに伴い、既存の
YCCスクール事業との関係性を踏まえ、両者の事業内容にかかる
調整をすすめた。当該事業については、４者協定に基づき、26年
度をもって終了となった。

【生命医科学研究科】
　理化学研究所及び産業技術総合研究所との連携
大学院の関係を強化するとともに、生命科学と医科
学の両分野の教育研究の推進のため、国外の他大
学等との連携の推進について検討する。

【生命医科学研究科】
　理化学研究所及び産業技術総合研究所の大学院客員教員の
研究室に、17名の学生が所属した。また、国外の大学との連携を
推進するため、韓国のソウル大学校および浦項工科大学校と
MOUを締結した。また、国立医薬品食品衛生研究所の研究員３
名に講義を依頼し、連携を強化する一因とした。

【医学研究科】
①引き続き、横浜国立大学と宇都宮大学との３大学
で共同採択された文部科学省「ポストドクターキャリ
ア開発事業」を進める。特に事業３年目として、３大
学の特色を生かした連携事業となるよう取り組む。
②国内外の大学や教育研究機関との更なる連携の
拡大や、連携大学院での大学院説明会などを通じ
て人事交流の促進を図る。

【医学研究科】
①ポストドクターキャリア開発事業では、横浜国立大学や宇都宮
大学とのミーティングや報告書の作成・共有を通して、連携の強化
を図った。また3大学でワーキングを立ち上げ、28年度にはキャリ
ア開発合宿を企画することになった。
②連携大学院先の神奈川県立こども医療センターと運営会議を
開催し、今後の実質的な連携について意見交換を行った。また国
立成育医療センターと横浜市立市民病院と連携大学院協定を新
たに締結した。

B

他大学との連携　【国際化】【地域貢献】

B

21 



平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

①「地（知）の拠点整備（COC）事業」の一環となる全
学的なプログラムとして、地域に関する学習、能動
的な学修の普及を目的とした地域実践プログラムを
スタートさせる。また、地域実践プログラム受講生を
対象として、各種スキルを学ぶサポートプログラムを
スタートする。
②平成25年度の実態調査をもとに、既存の科目内
で地域内企業やNPO等へのインターンシップの充
実を図る。
③平成27年度以降、地域実践プログラム修了者の
認定を行うため、その準備を行う。

①「地域実践プログラム」に関するオリエンテーションを
実施、前期科目から地域実践プログラムの科目履修が
スタートし、34名がプログラムに参加した。また、地域実
践プログラムの受講者等を主な対象とした各種スキル
を学ぶサポートプログラムを実施し、36名が参加した。
　27年度に向けて、各学系・コース科目で「地域実践
科目」の見直しを行い、対象科目が109科目となった。
また、全学生が地域についての理解を深めるため、
「地域志向科目」の選定を行った。
②　受講者の希望に合わせたインターンシップ先の相
談・紹介を行うなどしてインターンシップの充実を図っ
た。
③　修了証のひな型作成、修了申請に関する説明会
の実施、受講者へのポートフォリオの作成指導などを
行い、次年度以降の修了認定に向け準備・指導を
行った。

B

地域の課題解決を担う人材育成のためのカリキュラム改革の実施
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

①平成27年度以降のキャリア形成支援科目群の設
置、キャリア関連科目の新規開講に向けた検討を行
う。
②初習外国語の中国語、韓国・朝鮮語の教養実践
の分割開講を開始する。スペイン語については、ス
ペイン語教養基礎Ⅰ、Ⅱを開講するとともに平成27
年度以降の教養実践中級の開講準備を行う。また、
実践科目「海外研修A,B」を開講する。
③医学科コア・カリキュラムと基礎科学講義の整理
については、平成26年度は科目レベルでのコア・カ
リキュラムへの対応を行うとともに、開講科目、科目
内容等について整理、検討を行い、必要があれば、
平成27年度に科目の新規開講等も出来るようにす
る。また、医学部の国際化認証に関するイリノイ大学
の外部評価に基づき、医学準備教育への対応を行
う。
④教養ゼミで修得すべきスキルのマニュアル化を検
討する。
⑤両学部合同でFD研修会を開催することにより、共
通教養教育の課題について共通認識を持ち、連携
して教育内容の充実・改善を図る。

①キャリア形成支援科目の設置については、新規開講
に向けた検討をキャリア形成支援委員会において行っ
た。27年度も引き続き検討していく。
②社会や学生の要望に応え、スペイン語科目を開講し
た。特に基礎科目(基礎Ⅰ)の受講者が前後期合計で
120名となるなど、学生のニーズが高いことが証明され
た。また、中国語、韓国・朝鮮語の中・上級者向けの実
践科目は、学生の時間割作成に配慮し、分割開講し
た。PE修得後の学生に対し、多様な語学履修の機会
を提供することができた。引き続き、授業評価アンケー
トの結果や受講者数等のデータを元に、学生のニーズ
への対応を検証していく。
③医学科コア・カリキュラムと基礎科学の整理について
は、科目レベルでのコア・カリキュラム対応について医
学部での検討結果を待って引き続き検討していくことと
した。
④⑤両学部合同のFDにおいて、担当教員からの意見
を集約して「教養ゼミ修得スキルのマニュアル」を作
成、次年度の教養ゼミ担当教員に配布し、教養ゼミ担
当教員間における認識の共有が図られた。

Ｂ

国際総合科学部・医学部の連携強化などによる共通教養教育の充実

２　学部教育に関する取組
　共通教養教育

（１）　国際社会で活躍できる人材の育成を目指した共通教養教育の改善・充実　【国際化】

　多角的に物事を考える力を養う教養
教育の実施に向け、共通教養教育で
は、本学の特徴である「問題提起」「技
法の修得」「専門との連携」の各科目
群を展開し、第1期中期計画で構築し
たカリキュラム構成を継続的に改善す
る。
　また、Practical English においては、
学生のさらなるモチベーションの向上
を目指したプログラムの充実を図る。
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

①PEの授業改善に関する取組
・TOEFLに特化したｅラーニングを新1年生に導入し、ネット環
境があれば、どこでも英語学習ができるように整備する。
・授業補助ＷｅｂサイトMoodle（ムードル）※を稼働させ、学生が
授業の予復習を行い、教員が確認・指導できる環境を整備す
る。
・FD等を行い、よりインタラクティブ（双方向的）な教授法を取り
入れ、学生のモチベーションとコミュニケーション力の向上につ
なげる。
②PE単位修得後の英語教育に関する取組
・入学時のTOEFL-ITPで、550点以上を取得した医学科生対
象のAPEⅤクラスを設置する。
・国際総合科学部の英語教育への要望や課題を学系やコース
と意見交換し、英語教育の基本方針策定を開始する。
・医学部については、２年次以降に継続的に英語学習が行え
る環境やカリキュラムの策定に向け、具体案を本格的に検討す
る。
③PEセンターの活動充実
・入学試験の支援体制を継続する。
・課外での英語教育イベントや支援を継続的に実施する。
・より有意義な高大連携を検討する。

※Moodle（ムードル）とは、インターネットを利用して学習管理
を行うシステム。LMS（ラーニングマネジメントシステム）の一種
で、以下のことが可能
・資料の配布・閲覧
・課題の提示・提出
・お知らせの公開・閲覧
・ｅラーニング教材の公開・閲覧　など
本学ではPE・APEを担当する教員（非常勤を含む）が、主に課
題の提示・提出や出欠管理、資料配布に使用する予定。

①PEの授業改善に関する取組
・１年次のPE受講者を対象としたTOEFLに特化したｅラーニング（ASL)を
導入した。26年度後期終了時点の国際総合科学部１年次のPE単位取得
率がはじめて60％を超えた。また、看護学科においてもTOEFL-ITP500
点相当のスコアで単位取得に至った学生が、30名を超えた。また、コミュ
ニカティブな授業を行う一環として、１年次クラスを対象にスピーキングテ
ストを学期末に試行的に導入した。スピーキングテストの評価の客観化に
関するFDを実施し、スピーキングテストをTOEFL-ITPと並ぶ単位認定基
準とするよう取り組むこととなった。
・Moodleに関しては、４月から試験的に稼働させた。管理方法を含め、見
直しを行っていく。
・国際総合科学部FDにて、PEセンターの取組や英語で行う授業に関す
る報告をPEセンター長補佐教員が行った。FDでのPEセンターの活動紹
介によって、PEの単位取得早期化に関する議論が一部の学系で始まっ
た。
②PE単位修得後の英語教育に関する取組
・医学科1年次生の時間割に合わせてAPEの時間割を変更し、オリエン
テーション等を通じて周知した。履修指導が行き届き、医学科のAPE受講
者が60名を超えた。（実人数：62名）
・医学部における英語教育の充実に関する協議を行い、後期にAPEを開
講、通年で看護学科生向けにPEを週３回開講した。APEについては、希
望者を募ったところ、研究科と学部両方から18名の希望があり、15名に選
抜して実施した。27年度からPEセンター福浦分室を設置し、福浦キャン
パスを中心に授業を行うインストラクター１名を雇用することとなった。ま
た、医学部でカリキュラムや進級制度等の教養教育の見直しを始めた。
・国際総合科学部では、FDでの提案をもとにPE取得後の英語能力のあり
方と、英語で行う専門教養科目の議論が行われるようになった。
③PEセンターの活動充実
・入学試験における採点業務等をセンター長とセンター長補佐に加えて
インストラクターも担当した。
・ワークショップや授業参観に加え、市立中学校英語教員２名を１年間受
け入れ、英語授業に関する研修計画やチュートリアルをPEセンターで
担った。27年度も継続して市立中学校英語教員２名を受け入れ、研修を
行うこととなった。
・23年度から横浜市教育委員会と連携して実施している英語教育改善の
ワークショップを継続して実施した。
・学生の海外研修先の開拓に、現地環境の確認のための教員派遣など
を通じて関与した。
・キャリア支援センターと協力して、英語で仕事をしている社会人による講
演会を２回実施した。

英語教育の充実　【国際化】

Ｂ
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

　学部・大学院一貫教育の実施状況の点検及び改
善策についての検討を行う。また、生命医科学研究
科においては早期履修制度を策定する。

　４月から学部４年次生（早期履修２期生）が大学院早
期履修を開始し、生命ナノシステム科学研究科45名
(履修資格者49名)、国際マネジメント研究科１名(履修
資格者１名)が履修した。また、前年度早期履修し大学
院に入学した学生（１期生：都市社会文化研究科１名、
国際マネジメント研究科１名、生命ナノシステム科学研
究科：29名）の単位認定を行った。早期修了１期生の
修了審査を実施した結果、１年修了者はいなかった。
　12月には27年度早期履修資格者（３期生）の申請及
び審査を行い、都市社会文化研究科４名、国際マネジ
メント研究科１名、生命ナノシステム科学研究科43名、
生命医科学研究科20名の早期履修者が許可された
（生命ナノシステム科学研究科、生命医科学研究科の
うち８名は理数学生支援事業参加学生）。
　その他に、生命医科学研究科における早期履修制
度の策定を行い、関連規程の改正を行った。

B

（１）　都市の課題解決への対応等を視点にしたコースの再編成、および学部・大学院の一貫性ある教育の実施

　国際総合科学部

　都市の課題解決や社会のニーズへ
の対応を考慮したコースの再編成を
実施し、大学院と一貫性ある教育を実
施する。

コースと研究科の連結による一貫した教育の実施
（５年で修士号取得できる制度の構築等）
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　学生に対して、各学系・コースの概要、ディプロマ
ポリシー、カリキュラムポリシーや履修制度等の説明
を詳細に行い、充実したオリエンテーションを実施
する。オリエンテーション後、履修規程の別表に基
づき、共通教養科目、専門教養科目を体系的に履
修できるよう支援する。併せて、コース再編後の合
併科目や履修者数の少ない科目の開講計画を立
て、より効果的な学習ができるカリキュラムを維持す
る。

　４月のオリエンテーションで、コース概要や履修制度
等の説明を詳細に行った。また10月から科目担当者の
変更や履修者数の少ない科目の方向性について検討
し、履修者が少数の科目については履修ガイドへ「学
部運営会議の議を経て隔年開講とする」旨の記載をし
た。カリキュラムの完成年度に向け、ほとんどの科目を
合併科目とする、履修者少人数の科目は徐々に隔年
開講とする等の対応をすることで、追加のコストを発生
させることなくカリキュラムを維持できている。
　併せて、年度当初から実施されたSWOT分析を踏ま
えて、各学系・コースにて次世代カリキュラムの検討・
編成を行った。人材育成像が学生に明確に伝わるよう
なカリキュラム、留学生の受入れがより可能となる英語
で学ぶ科目の整理、共通教養と専門教養との連携を
見据えた体系的なプログラムが検討された。コース再
編の可能性についても、早期に検討を進める体制が
整えられ、今後は短期的な取組と長期的な取組に分
け、それぞれの期日を目途に学系・コースにて枠組み
を確定させる。

B

（２）　コース再編成を受けた学部教育の改善・充実

共通教養および専門教養の連携
　コースごとの個性を明確にし、それ
ぞれのポリシーに沿ったカリキュラム
のもと、ＧＰＡ※制度を導入し、適正な
成績評価を行うなど、再編後のコース
における学部教育の質の確保を行う。

※ＧＰＡ：（Grade Point Average）欧米
の大学で採用している学生成績評価
値。日本においても、成績評価指標と
して導入する大学が増加傾向にある。
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

　各学系・コースで適切な成績評価が行われるよう、
GPAを参考に検証を行い、評価に偏りがある場合は
必要に応じて是正を行う。併せて、学生に対する教
育のあり方について、各学系・コースで検討を行う。
共通認識を持ち、決定された方針に基づく学生指
導を行う。

　SWOT分析を通して、各学系・コースで学生に対する
教育のあり方について検討し、各ポリシーに基づいて
学生指導を行った。各学系・コースのポリシーを改めて
確認したことで、適切な学生指導にあたることができた
ほか、教育体制について教員間で情報共有を図ること
ができた。また、前期科目のGPAを参考に、学部として
の成績評価基準を整理したほか、各学系・コースのFD
でも成績評価基準の検証を行った。各学系へＧＰＡ分
布表を提供することにより、講義科目、演習科目の成
績評価の現状や傾向、それぞれの持つ課題等を教員
間で共有し、適切な成績評価に繋げることができた。

B

  オフィスアワーなどの活用によるきめ細かな学生支
援を実施し、授業評価アンケート、カリキュラムアン
ケートなどの検証に基づく担任制の改善策を検討
する。また、オフィスアワーの時間帯開示や相談可
能内容の周知など、学部横断的に実施する。

　教員に対しては、「国際総合科学部の担任制に関す
る申し合わせ(平成24年３月)」を使用し、４月の各学系
会議にて学部の学生支援体制の確認を行った。学生
に対しては４月の学系（コース）オリエンテーションに
て、担任制を中心とした支援体制の説明を行った。ま
た、オフィスアワーの有効活用に関しては、26年度内
に更新した教務電算システムに教員別の「オフィスア
ワー登録→公開」項目が設置され、27年度の公開に向
けて準備が完了した。
　26年度の４年生向けカリキュラムアンケートでは、「ク
ラス担任制設置」について、半数以上の学生が「役
立った」と回答した。次年度も、上記システムの活用方
法等について、学部全体で検討する。

B

適切な成績評価

担任制に基づく学生指導と支援の充実
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

（３）　国際的に活躍できる人材育成に向けた教育の国際化推進　【国際化】

専門教養科目の国際化　【国際化】

B

　専門教養科目における国際的な視
野に立った内容の充実に向け、英語
による授業の実施や海外の大学等の
遠隔講義、国際機関からの講師招聘
など、国際的な視野で学ぶことのでき
る環境を学生に提供していく。また、
学生たちが習得した語学力をさらに
高め、知識を深めることのできるプロ
グラムの充実を図る。受け入れる留学
生についてはその学力の質を確保し
た上で、着実な増加に努める

①海外フィールドワークにおいて渡航者の危機管
理意識を高めるため、渡航グループ内での役割分
担や危機管理セミナーへの参加、緊急時の対応マ
ニュアルの確認等を実施し、教員・学生ともに安全
に渡航ができる体制を構築する。
②海外フィールドワーク合同帰国報告会の開催、パ
ネル展（新たな取組）、活動内容の学内掲示・Web
サイトへの公開により学内外にプログラムを広く周知
することで教員・学生の意識を高め、プログラムの質
の向上を図る。
③学系・コース会議等で平成25年度に開講した英
語による科目の効果検証を行い、平成27年度プロ
グラムに向けて改善点を検討する。またワークショッ
プを実施し、課題を抽出する。

①海外フィールドワークは、プログラムの質の向上を重
視した審査を行い、19グループ220名の学生が、これま
で以上に充実した内容のプログラムに参加することが
できた。７月開催の海外フィールドワーク参加学生対象
の危機管理セミナーには147名、12月開催のセミナー
には44名、計191名の学生が参加し、参加学生の大部
分が渡航に向けて危機管理シミュレーションを実施し
た。やむを得ず不参加だった学生に関しては、グルー
プ内で周知徹底を図り、危機管理意識を持った上で渡
航するよう指導を行った。
②ホームページや学内施設へのポスターの掲示、プレ
オープンキャンパスや保護者説明会、合同帰国報告
会に合わせてパネル展を実施することにより、活動内
容等を学内外に周知した。
③昨年度のワークショップを踏まえて９月にワークショッ
プを開催し、実際に行われている講義の事例紹介や
PEセンターでの取組紹介がなされる中で、「PE・APEと
専門教養科目をつなぐ英語で行う授業」の充実が課題
として挙がった。その内容を踏まえ、２月に改めて検討
し、学生への学習アプローチ方法、専門教養科目の目
標設定、PE・APEと専門教養科目の役割分担等の課
題が挙げられた。今後、効果的・効率的に英語学習を
進めるために、課題に関連した現行カリキュラムの分析
と、PEセンターと協働して履修マップを整理することが
提案され、次年度の新たな取組として検討を進めること
とした。
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

B

①平成25年度に新たに締結したアグリーメントに基
づき、ベネチア大学、タマサート大学との交換留学
プログラムを試行し、課題の洗い出し及び改善を行
うことで安定運営に結びつける。
②平成26海外フィールドワーク参加者に対しアン
ケート調査を行う。これにより得たデータと平成25実
施の学生生活アンケートにより得られたデータを検
証し、最新の学生の動向・ニーズを把握のうえ、既
存プログラムや支援策についての改善案をまとめ、
平成27年度からの改善につなげる。
③本学の国際学生交流にかかる取り組みを内外へ
発信するツール（冊子作成、IT活用等）を増やし、
発信力を高める。
④英語試験（TOEFL, IELTS）に係るプロモーション
を強化し、スコア保持者を増やし、留学に参加しや
すい状況を作る。
⑤教育の国際化を目的とした教員の支援制度（大
学ミッションの教員長期派遣又は招へいへの補助）
を立ち上げ、本制度を通じた国際プログラムの充実
に結びつける。

①新規交換留学協定締結大学のベネチア大学・タマ
サート大学へ最初の学生を派遣すると共に、ベネチア
大学からは留学生を受け入れた。加えて、リヨン市・横
浜市姉妹都市55周年を機にリヨン第３大学と、またアカ
デミック・コンソーシアムを通じて連携を深めたマレーシ
ア科学大学とも交換留学開始に合意した。（27年度秋
から、リヨン第３大学へ２名、マレーシア科学大学へ１名
派遣が決定）
②学生生活アンケートの結果においてニーズの高かっ
たフランス語圏へのプログラム（ソルボンヌ言語文明講
座）を新設、12名を派遣した。海外フィールドワーク参
加者対象のアンケートも計画どおり実施。分析結果を
精査のうえ、27年度以降の事業へ反映させる予定であ
る。
③海外派遣プログラムパンフレットを刷新。内容の充実
を図ると共に、新入生、受験生を中心に広く配布し、本
学のプログラムを周知した。その結果、平成27年度は
前年比４割増（43名→62名）の学生を、留学・語学研修
へ派遣できた。
④PEセンター、教員との連携により、英語試験につい
てのプロモーションを徹底した。その結果、高いスコア
を要するセメスター留学の参加予定者が１名から10名
に増加した。
⑤教育の国際化にかかる教員活動支援プログラムに
ついては８件の応募があり、新規MOU締結（マケレレ
大学）、新規学生派遣プログラム（バース大学、サセッ
クス大学への語学研修）立ち上げ等、具体的な成果に
つながった。（27年度、バース大学へ６名、サセックス
大学へ13名の派遣が決定）

留学プログラム（市大生派遣および協定校の学生受け入れ）の拡充　【国際化】
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　外国人留学生入試における出願要件（英語資格
の基準、日本留学試験の必要成績）について、出
願時のレベルを検証するとともに、入学後の成績を
把握していく。特に日本留学試験の基準を見直すこ
とで、本学に相応しい留学生の質及び数を確保す
る。また、社会的動向を考慮するとともに関係所管と
連携し課題を共有することで、留学生の確保に関す
る課題解決に取り組む。留学生の比率を達成する
ために留学生の質（学力）と量（人数）の調整を検討
していく。

　26年度入試では、日本留学試験の平均点が大きく下
がったため出願資格を満たす対象者が減少し、志願
者数は３名と減少した。そのため、27年度入試では、出
願要件である日本留学試験の必要成績を平均点以上
とすることで、学力の質を下げることなく志願者数の確
保の両方を目指した。取組の結果、27年度入試の志
願者数は10名と増加した。さらなる志願者増を目指し、
広報活動の強化として留学生進学相談会への参加の
拡充、日本語学校への訪問、入試実施面では入試日
の追加や対象となる試験の拡大に向けた検討など、志
願者増に向けて検討していくこととした。

B

留学生の学力の質確保　【国際化】
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　2025年の超高齢社会像を見据えつつ、社会・地
域ニーズに合わせた新教室の設置や現行教室の
再編について検討を行う。

　総合診療医学教室を立ち上げ、特別契約教授と専
任准教授が着任し、教室としての活動が本格始動し
た。リハビリテーション科学教室は、教授公募を実施し
選考を開始した。

B

医学教育センターを中心に、
①国際認証基準を満たすため、平成25年度に実施
した外部評価の結果も踏まえつつ、ＴＢＬや学生参
加型病棟実習を行うとともに、卒業時アウトカム（学
習成果・実行能力）の再構築を行う。（再掲）
②2025年の超高齢社会像を見据えつつ、医療にお
ける新しい課題に体系的に取り組めるよう教育内容
等の整理を行う。

①卒業時到達目標について再確認を行うとともに、医
学教育センター主催のFD講演会を実施し、教職員へ
周知徹底を図った。また国際認証基準を満たすために
臨床実習期間を70週へ拡大させるほか、医学科専門
科目の授業を60分化や能動的学習の拡充を図った。
②教員と課題を共有し、時代に即した新たなカリキュラ
ムなどを円滑に展開していく。

B

（１）　新教室の設置および教室再編など学部教育の改善・充実　【地域貢献】

　社会のニーズ等に対応した形で新
教室の整備を行うとともに、現行教室
が効率的に機能するよう、担当分野の
見直し・整理等、教室の再編を実施
する。また、基礎と臨床を統合した実
践的学習、診療参加型学習など、中
長期的視野にたった効果的な教育の
継続的な改善を進め、医療に携わる
ものとしての知識や技術の修得、高い
倫理観や研究心を育む教育はもとよ
り、地域医療の現状を理解した、社
会、地域が求める医療人の育成に努
める。

　医学部（医学科・看護学科）

新教室の設置および教室再編

中長期的視野に立った、教育研究の充実と効果的運営
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

豊かな人間性・倫理観、科学的思考を持ち、社会の
変化に対応しうる看護専門職を育てるため、
①平成24年度カリキュラムの評価と必要に応じた改
善を行うとともに、領域横断的教育に向けた企画を
検討する。
②専門基礎科目・専門科目強化のため、自己学習
用DVDを更に充実させる。

①教員参加のもとに「ポートフォリオを活用した主体的
な自己評価を支援する教育方法」について各領域の
取組発表と今後に向けて検討をした。
②医学情報センターに設置しているDVD教材に加え、
前年度の国家試験結果を分析し、本学科生の得点の
低い「病態・治療」の理解を促進するDVD教材を準備
した。

B

　リサーチマインドの醸成を目的として平成25年度
から始めた研究実習（リサーチ・クラークシップ）を引
き続き実施し、今年度からはポスター発表にて研究
成果を発表することで、審査に学生も加わり優秀者
を選定する。

　リサーチ・クラークシップは教員、学生からも好評であ
り、学会発表を行う学生も増えてきている。リサーチ・ク
ラークシップと続けて所属した研究室で研究を続けて
いる例が多く、医学部長賞への応募も増えた。また、学
内の研究室配属だけではなく、国内・国外の外部研究
機関にも学生派遣を行っている。26年度には初めて米
国カリフォルニア州サンディエゴ市のサンフォード・
バーナム医学研究所に2名の学生を派遣した。27年度
以降のさらなる海外派遣の拡充に向けて、ラホヤアレ
ルギー免疫研究所、カリフォルニア大学サンディエゴ
校、コールド・スプリング・ハーバー研究所、カルガリー
大学を新規派遣先として合意が得られ、27年度のリ
サーチ・クラークシップで学生派遣が決まっている。さ
らに、28年度以降の派遣に向けて、シンガポール国立
大学とも合意が得られている。

B

大学院とのつながりを考慮した学部教育の実施

看護学科生の卒業時到達目標の達成の強化
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

【医学科】
　「総合診療医」の育成に向けて、学部（卒前）にお
ける地域医療教育について、現在の福祉施設実習
などとの整理も含めて、協力病院と連携しながら検
討を進める。

【医学科】
平成26年４月に「総合診療医学」教室を設置し、10月
より准教授が着任した。学部教育のほか専門医育成に
向けたプログラムの作成を行った。来年度からは「総合
診療学」の科目を開講することになった。

【看護学科】
　市域・県域医療機関への就業・定着のため、
①２病院看護部と看護学科が連携して『看護系キャ
リア・実践開発センター（仮）』を設置し、看護学科生
～卒業生の切れ目のない教育・キャリア開発を行
い、２病院の人材確保・離職防止にも結び付ける。
②ソーシャルネットワークを活用し、卒業生・在校生
への情報発信・交流促進の場を提供する。全教員
による情報発信を行うことで、卒業生とのつながりを
確保するとともに、卒後キャリア教育にも活用する。

【看護学科】
①附属2病院と看護学科との連携会議の年間計画を
策定し、定期的に連携会議を開催した。また、在学生
のキャリア支援の一環として、横浜市の健康福祉局と
協定を結び、保健師を目指す３年生９名のインターン
シップを実施した。さらに、附属2病院とともに看護系
キャリア実践開発センターの設置に向けて検討・準備
を進め、27年度からの実習指導者講習会の開催が内
定した。
②卒業生のキャリア支援にかかるプランニングをホーム
ページの活用も視野に入れて検討を進めた。

県域・市域医療機関への医師・看護師就業・定着を目指した教育の促進　【地域貢献】
　県内唯一の公立大学医学部として、
産科・小児科など、医師不足と言われ
ている診療科を中心に、市域・県域医
療機関への医師・看護師定着を目指
した教育を推進する。

（２）　医師不足診療科などを考慮した教育の充実　【地域貢献】

B
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

【医学科】
　定員増後も引き続き高い国家試験合格率を維持
できるよう、５・６年次生に対して実力試験を実施し、
習熟度の把握を促すとともに、成績不振者には個
別指導を実施する。また、卒業試験の問題を国家
試験を意識した問題とするよう、各教室に依頼す
る。

【医学科】
　実力試験や業者模擬試験の受験を促し、成績不良者へは個別
面談を積極的に実施した。実力試験等の結果を各項目ごとに分
析し、本学学生の弱点分野を中心に４つのテーマを選定し試験対
策講義を実施した。卒業試験については国家試験に準じた内容
となるように各教室へ依頼した。
⇒国家試験合格率（全国順位５位）
　合格者83名／受験者85名（合格率97.6％）
　【平成25年度】77名／79名（97.5％）

【看護学科】
　高水準の合格率を引き続き維持するため、ｅラー
ニングやＤＶＤの貸出等による自己学習支援、外部
模擬試験の積極的な受験勧奨、試験結果等の分析
に基づく弱点克服のための補修講義、学年担任に
よる成績不振者への個別支援など、きめ細かい学
習支援を引き続き行っていく。

【看護学科】
　国家試験模試は３年生から実施し、早期から苦手分野を把握で
きるように先手を打った。４年生では模試を５回実施。試験結果は
その都度分析をし、正答率の低い必須問題においては周知し解
説を行った。成績不良者に対しては面談を実施し、必須科目の単
位が修得できていない者には、教務委員会と連携を図って学年担
任だけではなくゼミ担任からもサポートを行った。
⇒国家試験合格率
　看護師：合格者90名／受験者92名（合格率97.8％）
　【平成25年度】94名／94名（100％）
　保健師：合格者94名／受験者94名（合格率100％）
　【平成25年度】88名／90名（97.8％）

　モチベーションの向上や、医学生としての心構え
を持たせることを目的として、入学直後の１年次生を
対象とした入学直後のオリエンテーション合宿を実
施する。
　引き続き、リメディアル（補習）的位置づけの講義を
受講させるなどして、２年次以降の専門的な医学教
育を理解する上での素地を固める。

　１年生科目について、アンケートの実施や実際に教員が授業を
見学に行くなど確認を行い、その結果を教養教育部門会議で検
討した。また新入生オリエンテーション合宿を実施した（4月19
日）。合宿ではレクレーション的要素が一部残ってしまったことをふ
まえ、次年度からはモラル、マナー教育への意味づけを強化して
いく。

B

国家試験の高合格率維持のための施策実施

医学基礎教育科目におけるカリキュラム構成の改善

（３）　医学科・看護学科定員増後の教育の質確保

B

　医学科・看護学科の定員増による教
育の質の低下が生じないよう、国家試
験の高合格率を維持し、教育に必要
な設備機器や環境の整備を進める。
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　質の高い教育に資する学習・学生生活環境を整
えるため、施設改修等（平成26年度は、女子シャ
ワー室の改修、体育館内装・武道場補修）を計画的
に実施する。

　体育館女子シャワー室の改修は、予定通り改修を行
うことができた。医学科学生懇談会を2月に実施し、学
生の自主的な管理をより一層行うように周知した。 B

　担任制の更なる充実策として、病棟実習のある５・
６年次生の担任を臨床系教員中心に変更したのに
続き、３年次生の担任について基礎系教員、４年次
生についてはリサーチクラークシップ（研究実習）で
配属された教室の教員に変更するなど、よりきめ細
やかな支援ができるような仕組み・体制とする。

　24年度から担任制を敷き、学生と担任教員による面
談を年に１回以上実施している。学生懇談会も軌道に
のり、医学部長や部門長、学年代表によるコミュニケー
ションの場も確立した。また、学生から相談を受けた担
任の相談先をフロー図を作成して明確にした。その結
果、担任等から医学教育センターへ相談する流れがで
き、医学教育センターで学生のフォローを考える仕組
みができた。

B

教育・医療の質の維持・向上に一丸となって取り組
むため、
①２病院看護部と看護学科が連携して『看護系キャ
リア・実践開発センター（仮）』を設置し、看護学科生
のキャリア支援や（再掲）、病院の指導者研修や実
践開発等を通じた実習体制の充実を図る。
②平成25年度に初めて実施した医学科・看護学科
合同ＦＤ（テーマ：「他職種協働教育」）に引き続き、
共通のテーマに基づく合同ＦＤを実施する。（再掲）

①附属２病院と看護学科との連携会議の年間計画に
沿って、臨地実習指導研修会の実施計画を策定した。
さらに附属２病院とともに、看護系キャリア実践開発セ
ンターの設置に向けて検討・準備を進め、27年度から
の実習指導者講習会の開催を予定している。
②前年度に引き続き医学科と看護学科・看護学専攻
の合同FD研修会を開催した。慶応義塾大学より講師
をお招きし「専門職連携教育のチャレンジ」という演題
で特別講演を行った。

B

学生・教員のコミュニケーション拡充

質の高い医療者の育成や医学科定員増に対応した施設設備拡充

医学科、看護学科、２病院の連携強化
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　理化学研究所及び産業技術総合研究所との連携
大学院の関係を強化するとともに、生命科学と医科
学の両分野の教育研究の推進のため、国外の他大
学等との連携の推進について検討する。（再掲）

　理化学研究所及び産業技術総合研究所の大学院客
員教員の研究室に、17名の学生が所属した。また、国
外の大学との連携を推進するため、韓国のソウル大学
校および浦項工科大学校とMOUを締結した。また、国
立医薬品食品衛生研究所の研究員３名に講義を依頼
し、連携を強化する一因とした。(再掲)
　そのほかにも、研究室への配属方法について、人数
制限や学生の希望を最大限考慮するなど、人材の育
成に基づいた配属を行うための検討を教授会で行い、
そのように配属を行ったことで、研究室内で教員と学生
が密に研究教育活動を行える環境を整えた。

B

（１）　生命医科学分野の再編

３　大学院教育に関する取組
　大学院共通

生命医科学分野の再編
　生命医科学分野の世界的レベルの
研究拠点となることを目指し、大学院
の医系・理系を中心とした再編に合わ
せ、教育研究の活性化を図るため、
他大学との連携についても検討する。
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　学部・大学院一貫教育の実施状況の点検及び改
善策についての検討を行う。また、生命医科学研究
科においては早期履修制度を策定する（再掲）。

　４月から学部４年次生（早期履修２期生）が大学院早
期履修を開始し、生命ナノシステム科学研究科45名
(履修資格者49名)、国際マネジメント研究科１名(履修
資格者１名)が履修した。また、前年度早期履修し大学
院に入学した学生（１期生：都市社会文化研究科１名、
国際マネジメント研究科１名、生命ナノシステム科学研
究科：29名）の単位認定を行った。早期修了１期生の
修了審査を実施した結果、１年修了者はいなかった。
　12月には27年度早期履修資格者（３期生）の申請及
び審査を行い、都市社会文化研究科４名、国際マネジ
メント研究科１名、生命ナノシステム科学研究科43名、
生命医科学研究科20名の早期履修者が許可された
（生命ナノシステム科学研究科、生命医科学研究科の
うち８名は理数学生支援事業参加学生）。
　その他に、生命医科学研究科における早期履修制
度の策定を行い、関連規程の改正を行った。

B
(再掲)

　都市社会文化・国際マネジメント・生命ナノシステム科学・生命医科学研究科

コースと研究科の連結による一貫した教育
（５年で修士号取得できる制度の構築等）<<再掲>>

（１）　コースが再編された学部・大学院の一貫性ある教育内容の実施

　都市系・マネジメント系・理系に再編
した大学院と、コースを再編する国際
総合科学部の教育を連結させた学
部・大学院一貫の教育体制について
検討を行う。
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

①海外フィールドワークにおいて、渡航者の危機管
理意識を高めるため、渡航グループ内での役割分
担や危機管理セミナーへの参加、緊急時の対応マ
ニュアルの確認等を実施し、教員・学生ともに安全
に渡航ができる体制を構築する。
②海外フィールドワーク合同帰国報告会、パネル展
（新たな取組）、活動内容の学内掲示・Webサイトへ
の公開により学内外にプログラムを広く周知すること
で、教員・学生の意識を高め、プログラムの質の向
上を図る。
③海外の大学・研究機関との国際交流について
は、国際的機関である独立行政法人国際協力機構
（JICA）における人材育成支援プログラムなどを活
用し、学生交流を進める。（再掲）

①海外フィールドワークに参加した19グループ220名
のうち、大学院生は７グループ34名の参加があり、昨年
度より増加した（25年度：７グループ19名）。学部生と同
じグループで参加する大学院生は学部生をまとめる役
割も担うため、学部生のみのグループより質の高い
フィールドワークを行うことができ、大学院生へ教育ト
レーニングを提供する機会となった。
②ホームページや学内施設へのポスターの掲示、プレ
オープンキャンパスや保護者説明会、合同帰国報告
会に合わせてパネル展を実施することにより、活動内
容等を学内外に周知した。(再掲)
③JICA ・ABEイニシアティブプログラムにて国際マネジ
メント研究科に２名（タンザニア）、PEACEプロジェクトに
て生命ナノシステム科学研究科に１名（アフガニスタ
ン）、国費留学生の大学推薦枠で生命ナノシステム科
学研究科に１名（ベトナム）の研究生を受入れた。海外
からの学生受入を推進するため、履修ガイドの英訳版
を作成した。(再掲)

B

（２）　都市の課題解決への対応等を視点にしたカリキュラムの改善・充実　【地域貢献】【国際化】

　都市社会文化研究科においては、
都市問題に実践的に取組んでいける
人材の育成を目指す。
　国際マネジメント研究科において
は、海外、特にアジアに進出する企業
の海外展開を戦略的に支援できる人
材の育成を目指す。
　生命ナノシステム科学研究科におい
ては、木原生物学研究所等が有する
貴重な資源や、理化学研究所をはじ
めとする他の教育研究機関との連携
大学院において創出する高い科学・
技術を活用し、ライフサイエンスの進
展に寄与する人材の育成を目指す。
　以上の目標に向けた教育研究を実
施する中で、教員・学生の評価等をも
とに、カリキュラムの継続的な見直し
や適正な入学定員の検討を実施し、
研究科の改善・充実を図る。

大学院教育における国際色の実質的な打ち出し　【国際化】
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

　カリキュラムアンケート、授業評価アンケートの実
施及び分析を継続して行う。これまでの分析結果を
踏まえ、具体的な改善・変更に向けた検討を行い、
平成27年度以降のカリキュラムに反映させる。

　前期及び後期にカリキュラムアンケートを実施、これ
までの質的改革検討部会の検討結果などをもとにカリ
キュラム改善等に取り組んだ。
　都市社会文化研究科では、履修モデルを改定し、科
目名を各学問分野別に整理し、科目数も追加した。そ
れに伴い、大学院学則の変更、文部科学省への届け
出も行った。また、大学院生懇談会を26年度も実施し
た。
　国際マネジメント研究科では、サービス科学を中心に
位置づけ、カリキュラム構成の簡素化、国費留学生等
の受入に伴う英語講義の拡充等、プロジェクト遂行型
研究指導を実現するためのカリキュラムのたたき台を
作成した。
　生命ナノシステム科学研究科では、基本原理とその
実践的な技術応用の講義科目を充実させるため科目
を追加し、カリキュラム変更、学則変更、文科省の届け
出を行った。また、早期修了にかかる要件、審査方法
等について審議し実施した。

B

研究科のカリキュラム改善
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

　過去３年間の入試実施状況を点検し、改善点を抽
出するとともに継続的に指導教員と指導学生のバラ
ンスを考慮し、志願学生の動向についても検証を行
い、適正な定員数と入学者の質の確保を維持する。

　4月から研究科説明会を実施し、都市社会文化研究
科、国際マネジメント研究科については社会人を考慮
し、これまで平日の夕方に開催していた説明会を土曜
日に開催した。また、国際総合科学部生向けにオリエ
ンテーションなどで早期履修制度の周知や学内推薦
の説明会を実施した。
　国際マネジメント研究科では、JASSO提携の日本語
学校で説明会を実施した結果、優秀な留学生の確保
や、定員確保につながった。
　生命ナノシステム科学研究科博士後期課程において
は、定員の適正数の検討を行い、物質システム科学専
攻、生命環境システム科学専攻両専攻において10名
から５名に削減し、大学院学則変更、文部科学省への
届出を行った。

B

大学院の定員割れまたは超過への対応
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

①定員確保に向けた広報活動を行うとともに、入試
出願状況、合格状況、入学辞退状況を検証し、課
題を明確にした上で改善に向けた検討を行う。
②授業評価アンケートを実施することにより課題抽
出を行い、改善に向けた検討を行うことで、より良い
教育を行う環境づくりを図る。（再掲）
③生命医科学研究科の教育研究施設の設備改
修、機器の導入を行うとともに、平成27年度以降の
整備について準備を行う。

①合格辞退を減少させることを目的として入試日程の
変更を行うとともに来年度の定員確保を目的として、推
薦入試の導入を検討し、28年度入試から実施すること
とした。
②　授業評価アンケートで要望が多かったパソコン、プ
ロジェクターなどの教室設備の環境を整えた。（再掲）
③生命医科学研究科における教育研究環境整備の一
環として、細胞や組織の高解像度、高画質撮影が可能
である共焦点レーザー顕微鏡を導入し、また処置室や
コンベ飼育室などを備えた動物実験室を新設し、疾病
の解明と治療法の開発に繋がる整備を行った。

B

生命医科学研究科における教育・研究の推進

（３）　理学と医学を融合した基礎研究から応用研究までの幅広い知識と視野を有する人材の育成と世界的レベルの研究拠点の形成　【地域貢献】

　生命医科学研究科においては、タ
ンパク質等の構造を研究する構造生
物学を基盤とし、医科学への応用展
開力を身につけた人材の育成を目指
す。
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　生命医科学研究科設置を踏まえて、平成25年度
における医学研究科の運営の方向性に関する検討
に基づき、「基礎系と臨床系の連携」を強め、臨床
系教室に所属する学生の博士論文に基礎系教員
が積極的に関与し研究指導を行うほか、国際化に
向けた「医学英語」を開講するとともに、医経連携に
向けた「医療情報」「医療管理学」等の講義の準備
を進める。

　26年度より大学院の講義に「医学英語」を新設。「医
学英語」を履修した大学院生に対し、英語によるプレ
ゼンテーション、ディスカッションの講義が展開でき、能
力の向上につながった。２７年度からはPEセンターと連
携を深めながら「医学英語」を開講する。また、医学研
究科内のホームページについては、部分的に英語化
することができた。次年度以降は、全教室について
ホームページを英語化できるように進めていく。

B

高度専門看護職の育成を目指し、
①新たに「感染看護学（論文コース）」「がん・先端成
人看護学」を開設する。
②２病院の看護師が働きながら大学院で学べる環
境・制度を、看護部と連携しながら検討する。
③博士課程の設置について、専門の委員会を立ち
上げ、引き続き検討を行う。

①26年度から「感染看護学（論文コース）」と「がん・先
端成人看護学」を開設することができた。
②大学院について理解してもらうために、今年は附属2
病院において説明会を行った。
③地域医療への貢献に向けた看護師養成を目的とす
る博士課程設置にかかる検討を、医学研究科を中心
に継続して行った。

B

　医学医療に精通した高度専門的職
業人および研究者の育成を目指す医
学研究科においては、教員・学生の
評価等をもとに、時代のニーズに沿っ
たカリキュラムの改善、指導体制の充
実を行うとともに、これまでの実績につ
いて分析を行い、今後の運営につい
て検討し、方向性を示す。
　また、看護学専攻においては、質の
高い看護職を育成する教育者・研究
者養成の可能性について検討を行
う。

看護学専攻の充実・運営改善

（１）　医学研究の更なる充実とその成果の医療への展開を担う人材の育成及び高度専門看護職等養成体制の整備　【地域貢献】

　医学研究科

医学研究における領域横断的教育体制の構築
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

①学生生活アンケートのコンテンツの見直しや、ア
ンケート実施後に課題の整理を行い、全体的な実
施手法について検証を行う。
②次期中期計画に向けて、学生生活アンケートの
頻度や回数について見直し、検討を行う。
③アンケート分析結果に基づく関係部署へのフィー
ドバックや改善を行う。

①②より多くの学生の声を大学運営に反映させるた
め、アンケートの周期を４年から３年に変更する方針を
決定した。また、アンケート結果をより効果的に改善へ
の取組に活かすために、設問作成から改善の取組ま
でを一貫して行うワーキング・グループの構想を固め
た。
③前回アンケート結果を教職員に公開したうえで、結
果に対する取組事項についての調査を実施し、関係
所管による改善の取組を促した結果、学生からの要望
の多かったシーガルセンターの携帯電話の電波改善
や、学内でのコンビニの設置が決定した。

B

　留学生を含む全ての学生が意欲を
もって学業に専念できるよう、奨学制
度を含めた学生への経済的支援、心
身ケアといった環境整備や学外活動
への支援等、社会状況や教員、学生
の意見も参考としながら学生支援の
充実を図る。

（１）　学生の学習・学外活動支援及び生活環境の整備拡充　【国際化】

学生へのアンケート手法等の全般的な見直し

４　学生支援に関する取組
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

【金沢八景キャンパス】
①学生自治団体の役割と位置付けを再確認し、規
約等の整理を行う。
②課外活動施設を学生が主体的に維持管理するこ
とのできる体制を構築し、学生からの要望に基づき
老朽化した施設の修繕・更新を計画的に実施する。
③部活動顧問制度の充実を図る。

【金沢八景キャンパス】
①②学生自治のトップである「中央委員会」の体制や
あり方について、現役の委員と協議を行い、形骸化し
ていた現行の規約を抜本的に見直し、実情に即した新
規約に改正した。加えて、組織の体制を模範的な形に
近づけるべく、中央委員会の役割について現役委員と
協議を重ね、特に会計・監査等に重点を置き、体制を
整備した。また、年間を通して定期的に学生との情報
交換を行い、サークル棟の盗難等、突発的に発生した
事案に対しても、学生と緊密な連携を取り、対策や再
発防止について対応することができた。
③25年度に策定した課外活動に関する規程につい
て、体育会総会において顧問教員に対し周知を行っ
た。また、規程策定により顧問の活動が教育活動の一
環であることが明文化されたため、顧問教員として部の
対外試合や合宿等への帯同が業務であると認められ
るようになり、出張する際に休暇の取得が不要となる
等、顧問への支援を強化することができた。

B

【福浦キャンパス】
　医学教育センターで行っている学生との懇談会に
課外活動代表者の参加を促し、キャンパスアメニ
ティの充実や施設等の適切な管理（を通じた学生自
治意識の高揚）についての意見交換を行う。

【福浦キャンパス】
　全学年の学生代表と教員の懇談会を２回実施。課外
活動に関して医学部からの改善状況、学生からの要
望の情報交換を行った。

B

課外活動の推進
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　各制度の周知や案内を適切に行い、効率的に運
用する。また、授業料減免制度については、適宜申
請状況の結果をもとに検証を行い、必要に応じて運
用の改善を行う。

【授業料減免】
　八景キャンパス以外のキャンパスにおいて新たに説
明会を実施する等、広報活動を強化した結果、過年度
に比べて申請者及び適格者が増加した。また、授業料
減免制度が果たす役割を検証するため、新たに適格
者へのアンケートを実施した結果、本制度が学生の経
済支援のみならず、キャリア形成にも寄与していること
が明らかとなり、制度の有用性を実証できた。さらに
は、財務担当と協議の上、減免予算を超過した際の対
応策を策定した。

B

①交換留学生用宿舎の安定確保に向けて、現宿舎
の契約満期後も見据えた方針を決定する。
②平成25年度の運用改善及び効果検証を反映さ
せ、留学生対象授業料減免制度を定着させる。
③キャリア支援室と連携して行っているキャリア形成
支援の効果を検証し、支援の充実に反映する。

①横浜市教育委員会と調整し、８月に横浜市国際学
生会館と覚書を締結。その結果、受入交換留学生用
に居室を一定数確保でき、平成2７年４月から３名が入
居した。
②実施後のアンケートで提出者30名中29名から「本制
度で学習に対する意欲が向上した。」との回答があっ
たため、来年度も引き続き現行制度で実施する予定で
ある。
③26年度に就職活動を行った留学生を対象に「留学
生対象・就職支援に関するアンケート」を実施し、平成
2７年３月末に回収した。分析結果を踏まえて支援の充
実を図っていく。

Ｂ

魅力的な留学生支援ネットワークの構築　【国際化】

学生への経済支援充実
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

①健康診断時のスクリーニングで発見したメンタルへ
ルス不調者への介入とフォローアップを実施した。緊
急介入者への対応は出来ているが、一次チェックから
の介入方法の検討を図りたい。また、運動部新入部員
の心電図検査を実施（6月30日、7月1日：312人）した。
心電図検査が定着し、危険因子の早期発見が可能と
なった。
②教職員を対象に、障害の疑いのある学生対応（支
援）に関する講座を行った。教員との連携や調整が図
りやすくなり、学生支援に繋がっている。その他にも、
学生向けコミュニケーション講座を実施した。参加学生
は少なかったが、入社面接や友人との関係などに活か
せるとの意見も出された。今後は、開催時期など担当
課と工夫を図りたい。（前期３回17人、後期３回９人）
③６月から週４回福浦キャンパスに心理士を派遣し、相
談体制を充実させ、派遣外でも学務・教務課と連携を
図り対応した。福浦キャンパスでの相談体制を整備し
たことにより、学生や教職員の相談件数が増加した。
教職員との連携も充実しつつあり、早期介入など行うこ
とができている。また、医学部学生の感染症予防対策
では、抗体価結果に基づき学生対応を行うと共に、大
学基準値獲得に向けたワクチン接種回数等の方針を
医学部教職員と決定した。

B

①健康診断におけるメンタルヘルス不調者（抑うつ・
自殺念慮）への個別面談等のフォローを実施すると
ともに、自傷・他害等のメンタルヘルス問題を背景と
するインシデントに対し、学務・教務課、教員、医学
部と保健管理課が連携した対応を実施する。また、
長期休学者への復学支援を行う。
②障がい者への対応について学内への理解を広げ
る
③福浦キャンパスでの相談対応及び保健管理体制
を強化する。

学生に対する長期的・継続的な心身ケア支援
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

①学術情報センターのあり方を検討し、学修活動に
対応した環境を提供するため、グループ学習ス
ペースの拡大・増設、キャレルデスクの増設を行う。
②学術資料の保存機能の集中化を図る。
③次期システム更新のための契約手続を行う。
④機関リポジトリの運用において、博士論文の掲載
についての検討を行う。(再掲）

①館内のゾーニングを進めるため、蔵書整理を含めた
レイアウト案を作成し、予算確保に向けて調整を行って
いる。また、情報機器について、授業での実習に適し
た機能を備えた端末に更新した。
②保存機能効率化に向け、医学情報センター所蔵雑
誌の整理を開始している。
③図書館システムは再度仕様書の見直しを進めてい
るため、次年度での契約となる。
④平成26年4月に機関リポジトリの運用を開始し、25年
度以降の博士論文が公開されている。
　また、コアジャーナル選定を図書館運営部会を通じ
て行ってきたが、急激な円安のためその維持も困難な
状況になりつつある。

B
(再掲)

学術情報の整備<<再掲>>
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

①「地（知）の拠点整備（COC）事業」と連携し、共通
教養や再編後のコースにおいて、インターンシップ
等の実践的な内容の授業を平成27年度から実施す
るための準備を行う。
②国内外で行われている国際的なボランティア及び
海外インターンシップについて、更なる新規事業を
実施する。
③中期インターンシップ（１～６ヶ月）の推進を図る。

①26年度は委員会等で検討しており、次年度も引き続
きCOC事業と連携しながら検討を進めていく。
②海外インターンシップ先として「韓国」「ベトナム」「ミャ
ンマー」を開拓し、韓国５件実施、ベトナム１件実施、
ミャンマー１件応募（就職活動により辞退）があった（ベ
トナムへは国際ボランティアも８件派遣）。また、従来は
学生が自ら事前の準備や現地での生活に関する手配
を行う「ダイレクト型プログラム」としてインターンシップ
を実施していたサンディエゴも、新たなインターンシッ
ププログラム提供団体とMOUを締結することで現地サ
ポートの充実した「サポート型プログラム」に切り替え、
派遣件数を従来の１件から４件に増やすことができた。
③26年度からディズニー・バレンシア国際カレッジプロ
グラムをスタートし、長期プログラムとして８名を派遣し
単位認定手続きを行った。

B

国際的なボランティア活動・海外インターンシップの推進　【国際化】【地域貢献】
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　ボランティアセンター（仮称）を設置し、学内におけ
るボランティア関連事務・情報収集及び発信の一元
化を進める。また、Ｗｅｂサイトやポスター掲載等の
周知により学内外の認知を高めつつセンターの運
営を通じ、運用の効率化とサポートの充実を見据え
た体制・運用方法の検討を進める。

  平成27年１月にボランティア支援室を開設し、学外か
らのボランティアニーズを一元的に受け付けるととも
に、当該ボランティアの安全性・有用性を確認の上、学
生への情報提供・相談業務を開始した。
　学生および地域に対して支援室の認知度を上げるた
め、ボランティア支援室のSNSを立ち上げ、支援室の
PRや活動状況を中心とした情報発信を進めた。

B

学生のボランティア活動を支援するボランティアセンターの設置
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

①全学レベルでの、領域横断的キャリア教育体制を
構築し実践する。
②新教務電算システムを活用し、入口から出口まで
連動した学生のキャリア支援システムの構築（Ｗｅｂ
による学生の目標管理および支援のためのシステ
ム）を行う。
③留学生を含めた学生一人ひとりへのサポートを重
視した進路支援の充実を図る。
④就職支援パートナーシップ制度を活用し、学生の
就職活動支援を強化する。

①平成26年４月から、全学組織「キャリア支援セン
ター」を立ち上げ、キャリア形成支援委員会を年６回開
催した。27年度から「キャリア形成実習（キャリアデザイ
ン）」をセンター長が担当することとなり、従来実施して
きたキャリアデザインセミナーの要素を科目内に反映さ
せることができた。
②キャリアネットポータルから教務電算システムへ移行
が完了し、学生支援部門で各学生の情報共有が可能
となった。
③26年度から就職活動の時期が後ろ倒しになったこと
で、学生の相談のピークも同様に後ろにずれ、相談件
数は昨年度よりも減少したが、第４四半期では昨年度
よりも多い相談数となっている。
④就職支援パートナーシップを全国展開し、11大学に
より６月から本格スタートした。10か月間での実績は、
22件となり、そのうち本学学生が他大学を利用した案
件は１件、本学が受け入れた案件が２件となった。幹事
校としてリーダーシップを発揮し、国公立の11大学をま
とめる存在となっている。

B

　学生の社会的及び職業的自立を図
るために必要な能力を培うことができ
る教育体制を、教員と職員の連携の
下に構築する。その上で、学生が大
学で修得した知識と経験を下に、学
生自身の個性と資質を十分に発揮し
て社会において自己実現を図ること
ができるような支援を行う。
　進路の確定に向け、学生一人一人
へのサポートを重視した就職支援に
ついても引き続き充実を図る。

キャリア教育体制の確立と就職支援の充実　【国際化】

（２）　キャリア教育・職業教育の充実
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

１　研究水準及び研究の成果等に関する取組

①学際的・複合的ユニットによる「戦略的研究推進
費」での戦略的な研究を展開する。
②説明会や公募情報の案内により、科学研究費補
助金や国家プロジェクト等の獲得拡大を支援する。
③間接経費の獲得額に応じた各キャンパスへの配
分や大型研究費を獲得した研究者への特別対象
研究費の配分により、研究費獲得や実施体制を支
援する。
④海外出張補助金により学会発表等、海外研究者
との連携機会を提供する。

Ｂ

（１）　研究の充実と外部資金の獲得

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組
　Ⅰ－２　研究の推進に関する取組

研究水準の向上と外部研究費の獲得拡大
　研究の推進による真理の探究ととも
に、その結果としてもたらされる知的
財産の創出と還元により、国際社会、
地域社会の発展に寄与するため、全
教員が社会のニーズに沿った研究に
積極的に取り組む。
　また、産業界や学外の教育研究機
関と連携した研究をさらに推進し、外
部資金の獲得にも引き続き努める。

①戦略的研究推進費第２期について、研究戦略委員によるサ
ポートミーティング兼中間評価（９～10月）を実施し、進捗状況確
認、アドバイス等を行った。
②科研費の申請に向けて、産学連携コーディネーター等による計
画調書書き方説明会（９月/１回/福浦キャンパス（他のキャンパス
はポリコム中継）、計画調書作成サポート（夏季（８月）・秋季（９
月）・直前（９月）/３期間）及び応募手続説明会（９月/４回/各キャ
ンパス）を実施した。
③間接経費の獲得実績に応じた各キャンパスへの配分及び大型
外部研究費を獲得した研究者への特別対象経費（５件）の配分を
行い、実施体制等を支援した。
④海外出張補助事業について、申請46件の内、21件の補助を行
い、学会口頭発表等への支援を行った。
　外部研究費獲得額及び件数（奨学寄附金含む全体）について
は、社会動向による大学への奨学寄附金見直し等の影響により、
過去最高となった前年度を下回るものの、年度計画における到達
目標（21年度の14％増）については、上回る結果である。
　27年度からは、４月に開設した学長を室長とする「URA推進室」
において全学的な視点から、戦略的取組を検討・推進する。
　また、平成26年10月施行の横浜市がん撲滅対策推進条例への
対応を図るため、平成27年４月に、学術院会議のもと、「市立大学
におけるがん研究への支援事業対応本部」を設置し、附属病院
先進医療推進センターの取組やがん研究へのURAの支援を推進
していく。

※指標：外部研究費受入件数（奨学寄附金を除く）
　　平成28年度到達目標：21年度の20％増
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

①学術情報センターのあり方を検討し、学修活動に
対応した環境を提供するため、グループ学習ス
ペースの拡大・増設、キャレルデスクの増設を行う。
②学術資料の保存機能の集中化を図る。
③次期システム更新のための契約手続を行う。
④機関リポジトリの運用において、博士論文の掲載
についての検討を行う。(再掲）

①館内のゾーニングを進めるため、蔵書整理を含めた
レイアウト案を作成し、予算確保に向けて調整を行って
いる。また、情報機器について、授業での実習に適し
た機能を備えた端末に更新した。
②保存機能効率化に向け、医学情報センター所蔵雑
誌の整理を開始している。
③図書館システムは再度仕様書の見直しを進めてい
るため、次年度での契約となる。
④平成26年4月に機関リポジトリの運用を開始し、25年
度以降の博士論文が公開されている。
　また、コアジャーナル選定を図書館運営部会を通じ
て行ってきたが、急激な円安のためその維持も困難な
状況になりつつある。

B
(再掲)

学術情報の整備<<再掲>>
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

①②⑥COC補助金を教員地域貢献活動支援事業に一部
投入することにより、昨年度よりも大幅に採択数を増やした
（26年度：18件採択、25年度：６件採択）。コーディネーター
とともに課題提案者と連携・協働し、研究の推進に対する事
務的支援を行った。また、神奈川新聞社との共催により、超
高齢社会の現状と課題について考えるシンポジウムを、本
学COC事業のPR及び学生が取り組んでいる地域貢献活動
を発表する場として、３月に実施した。横浜市においても重
要な課題である本テーマを取り上げ、これからの取組の方
向性を確認した。さらには、学内外に対するボランティアの
窓口の一元化を図るとともに、ボランティア活動をしている、
またはこれから行おうとする学生を側面的に支援していくた
め、平成27年１月にボランティア支援室を開設した。
③横浜市や他の自治体の要請に応じて、各種審議会や委
員会に参加し、社会的に貢献している。また、横浜市指定
管理者選定委員等に、新たに教員を派遣した。
④これまで地域貢献事業を知らせるものとして「横浜市立大
学の地域貢献」に関する冊子を発行してきたが、今年度は
COCの取組を含めた本学の地域貢献活動を学外に対して
説明する目的で「地域貢献白書」という形で、実績等のデー
タも含めた形でリニューアルした。学外諸機関、市民等との
コミュニケーションツールとしても有効に活用できる。
⑤事業の公募説明会、助成金使用に関する説明会等を実
施し、学生が行うイベント等の支援を行った。学生が取り組
む地域貢献活動支援事業は、学生が主体的に行動し、地
域の課題を解決する能力を身に付けるための人材育成
ツールとしても重要な取組となっている。（26年度：13件応
募、10件採択）

B

（２）　研究成果・知的財産を地域社会へ還元　【地域貢献】【国際化】

①平成25年度から、横浜市が推進する環境未来都
市実現への取組として、地域志向の大学を目指し
た全学的な取組となる「地（知）の拠点整備（COC）
事業」がスタートしたことにより、環境関連の研究や
市民向け講座の実施、地域に関する学習を行う科
目などの充実を図り、実践的に活動できる人材を育
成する取組、また地域団体との協力による公民学連
携プログラムのための拠点整備などを進める。
②①に関連して東アジア文化都市等横浜で開催さ
れる国際イベントと連携した国際シンポジウムを市
大が主催し、本学教員による「まちづくり研究」をもと
に、市民や学生に対しグローバルな都市問題の事
例を学ぶ場を提供する。
③横浜市の関係部署に効果的な働きかけをし、主
に横浜市の附属機関（審議会等）への本学教員の
参画を促進する。
④本学の地域貢献に係るニュースレターの発行及
び年度末に地域貢献センターの取組に関する報告
会を実施することで、地域貢献に関する情報を発信
する。
⑤キャンパスタウン金沢をはじめとした、学生による
地域貢献活動の推進など地域社会との連携事業を
推進する。
⑥都市政策部門における本学教員の地域貢献活
動を推進する。

地域貢献センターの推進　【地域貢献】
①　研究成果や知的財産を地域社会
へ積極的に発信・還元するとともに、
教育による人材育成や医療を通じて
地域社会に貢献する。

②　大学の知的資源を活用して、生
涯学習講座の充実や横浜市の政策
への提言、地域産業界との連携強化
など、地域貢献センターを中心とした
地域貢献活動を積極的に進める。
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　本学教員を中心とした、大学として意義のある講
座を年間100講座程度開催する。幅広い市民を対
象として、各キャンパスを拠点としつつ、市・区・民間
企業等との連携による開催や、これまで開催実績の
ない３区での開催など、市民の学習意欲に応えるこ
とができるよう実施する。

　エクステンション講座については、市民の関心に応え
るテーマを選定し、すべての講座において本学教員が
講師または企画を務め実施した。大学の持つ知的資
源を広く市民に還元するとともに生涯学習の機会を提
供することで地域への貢献を果たすことができた。ま
た、これまで開催実績のなかった保土ヶ谷区、栄区に
おいてそれぞれ講座を実施し、新規開拓の足掛かりと
することが出来た。外部機関との連携講座（横浜市、神
奈川県、横浜市男女共同参画推進協会、㈱ツムラ、な
ど）により、受講者獲得や企画の充実などの効果を得
ることができた。さらには、市民の関心が高い危険ド
ラッグの危険性について学ぶエクステンション講座を神
奈川県警察本部の協力を得ながら実施した。多くの参
加者を得た危険ドラッグの講座は、時宜にかなった社
会性のあるテーマであり、地域に根差した大学の使命
として重要な取組であるととらえている。

【26年度における開催実績】
　・開催講座数 … 117講座（延べ508日）
　・受講者数 … 延べ16,632人
　・本学教員による企画監修または講師による講座…
117講座（100％）

B

教員による生涯学習の充実　【地域貢献】
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

①外部の技術移転機関等を活用した技術移転を推
進し、戦略的な知財管理を行う。
②Read&Researchmap※の有効活用により、研究者
情報の発信及びそれに伴う他機関との連携促進を
図る。
③研究活動に特化した本学の広報冊子を作成す
る。

※Read&Researchmap：大学・公的研究機関等に関
する期間情報、研究者情報が集積されたデータ
ベース

①技術移転、知財管理は随時関係者で打合せを実施
し、状況に応じた対策を検討した。また、研究成果の
情報発信等により医学系を中心とした知財関連の収入
が増加し、総額2,000万円を超える収入を得ることがで
きた。さらに技術移転委託機関を活用し５件の知財案
件の営業活動を行った（うち１件は共同研究実施先を
調整中）。特許権は20年など長期間に渡り管理する必
要があり、経費も増加する一方なので、ライセンス先の
企業を見つけることや譲渡するなど適正な維持管理が
継続して必要となる。一方で展示会や企業との交渉に
より共同研究やライセンスに繋がった結果から、引き続
き27年度も研究成果のPRを強化していく。
②researchmapの有効活用に向け、新任教員が配属と
なった４月や研究費説明会等で登録・更新の促進を
行った。
③展示会に年間５件出展し研究成果や医工連携の取
組、さらに教員のシーズ等を広報冊子を活用し周知を
図った。そのうち1件の展示会では小島准教授の成果
をPRし、共同研究に繋がった。なお、広報冊子は官公
庁等や企業など広く発信し本学の研究成果をPRした。
　その他にも、かながわ信金との協定による産学連携
活動の取組で、三浦市の地域活性化をテーマとしたシ
ンポジウムを10月に開催した。

B

　引き続き、協力病院をはじめとした地域医療機関
の診療体制・役割や、これまで紹介した医師の現況
等を確認しながら、大学として戦略的・計画的に医
師紹介を行っていく。

　地域医療貢献推進委員会で医師紹介の依頼に報
告・審議を行った。また委員会に地域医療機関より病
院長等を招き地域医療の実情等について議論した。
　また、医師紹介については26年度は13の病院からの
紹介依頼について地域医療貢献推進委員会で報告し
た。

B

研究成果や知的財産の社会への還元　【地域貢献】

地域医療貢献の推進　【地域貢献】
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　横浜市立大学における先端医科学研究の拠点と
して、がん、生活習慣病などの克服を目指したシー
ズ開発型の研究を通じたトランスレーショナル（基礎
研究の成果を臨床に応用する橋渡し）研究や、学
内の学際的共同研究並びに外部研究費の更なる
獲得等を目指したURA
（UniversityResearchAdministrator)システムの構築
による産学官連携研究を積極的に推進する。
　また、再生医療実現化研究拠点などの構築や、企
業との共同研究に不足している機能を補うため、先
端医科学研究センター研究棟の増築を行う。

　大型研究プロジェクトの一つである文部科学省イノ
ベーションシステム整備事業の中間評価において、Ａ
評価という高い評価を受けるとともに、厚生労働省の難
治性疾患実用化研究事業「遺伝子性難治性疾患の網
羅的遺伝子解析拠点研究」にも新たに採択されたこと
により研究拠点が追加された。このような研究をさらに
推進する研究環境を充実させていくため、先端医科学
研究センターの共同研究拠点のさらなる機能強化に
向けて先端医科学研究棟の増築を決定し工事に着手
した（平成27年8月竣工予定）。
　また、10月にはセンター初の専任教員として、プロテ
オミクス、バイオインフォマティクス、トランスレーショナ
ル・リサーチの３分野でそれぞれ専任の准教授が1名
ずつ着任し、活動を開始している。
　また、産学連携活動としては、新たに木原記念横浜
生命科学振興財団及び横浜企業経営支援財団
（IDEC）と包括協定を締結し、研究者ニーズの掘り起こ
しに向けたヒアリングの実施や、中小企業とのマッチン
グを行う医工連携セミナーの開催（２回）を共同で行っ
た。また、昨年度に引き続き、キャリア支援センターとの
共催により、共同研究企業のネットワークを大学院生
等の人材育成に活用し、魅力ある大学づくりに貢献す
ることを目的とした職種研究セミナーを２月に開催をし
た。

A

　生命医科学分野の世界的レベルの
研究を基盤として、臨床研究や治験
に力を入れた研究を推進し、その結
果として、基礎医学で得られた優れた
成果と臨床現場で実践できる医療技
術を橋渡しし、重粒子線等の新たな
放射線医療といった高度で先進的な
がん医療をはじめとした、先端的医療
の推進に寄与する。

２　研究実施体制等の整備に関する取組

先端医科学研究センターの施設建設・体制整備

（１）　将来の医療に貢献する先端医科学研究センターの施設建設を含む研究推進体制の整備
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　平成25年度に初めて受審した外部評価の指摘事
項を踏まえて、学長が責任を持って状況把握・管理
統括・情報公開できる体制を整える。
　施設面においては、先端医科学研究センター増
築に伴う動物実験室拡張を視野に入れた複合的な
施設充実、八景キャンパス理科館建替に伴う動物
実験施設取壊しへの対応等を検討する。

　26年度実験計画書及び25年度自己点検評価につい
て、全学動物実験委員会において適正に審査を行っ
た。昨年度実施した外部評価による課題の整理を行う
ことを報告した。教育訓練については、定期訓練を行
い汚染事故等のないよう施設の安全管理を推進した。
実験計画、自己点検評価及び規定改正等の学内情報
について本学ホームページに開示したほか、必要に応
じてホームページの修正を行った。

B

　国際戦略総合特区に位置付けられている企業と
本学の研究者の共同研究を推進し、新たな基盤技
術や医療機器等の開発を推進する。

　平成27年３月現在で特区事業に認定されている研究
は13プロジェクトにのぼり、横浜市が推進する20プロ
ジェクトの半数以上を占めている。このうち平成26年度
に１プロジェクトが経済産業省から特区事業として財政
支援を受け、また他の１プロジェクトが横浜市特区リー
ディング事業助成金による財政支援を受けた。

B

京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区における取組

本学の動物実験の充実・強化
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　理化学研究所及び産業技術総合研究所との連携
大学院の関係を強化するとともに、生命科学と医科
学の両分野の教育研究の推進のため、国外の他大
学等との連携の推進について検討する。(再掲）

　理化学研究所及び産業技術総合研究所の大学院客
員教員の研究室に、17名の学生が所属した。また、国
外の大学との連携を推進するため、韓国のソウル大学
校および浦項工科大学校とMOUを締結した。また、国
立医薬品食品衛生研究所の研究員３名に講義を依頼
し、連携を強化する一因とした。
　そのほかにも、研究室への配属方法について、人数
制限や学生の希望を最大限考慮するなど、人材の育
成に基づいた配属を行うための検討を教授会で行い、
そのように配属を行ったことで、研究室内で教員と学生
が密に研究教育活動を行える環境を整えた。

B
(再掲)

生命医科学分野の再編<<再掲>>
　生命医科学分野の世界的レベルの
研究拠点となることを目指し、大学院
の医系・理系を中心とした再編に合わ
せ、教育研究の活性化を図るため、
他大学との連携についても検討する。

（２）　生命医科学分野の再編
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

①平成25年度に作成した質的改革最終報告書に
基づき、本学の教育を見直し、「グローバル化」「大
学院改革」「社会人教育」「広報の充実」等のテーマ
に沿って、教育の質的改革を推進する。
②既に設置しているユニット（戦略的研究推進ユ
ニット、医経連携調整会議等）の進捗管理を行うとと
もに、ユニット設置の必要な新たな課題等に対応す
る。
③学術院の運用状況を検証し、学術院の実質化に
向けた取組を推進する。

①教育の質的改革に向けた取組を推進するため、国
際総合科学群においては国際総合科学群調整会議、
医学群においては医学教育センター将来構想ワーキ
ングで、検討を進め、都市社会文化研究科のカリキュ
ラム改革や履修モデルの作成、国際マネジメント研究
科のサービス科学を中心に据えたカリキュラム案の作
成、理学系の見える化に向けた検討、PEセンター福浦
分室設置等に取り組んだ。また、28年度の４学期制の
試行に向けて、各学系で試行科目の選定等を行った。
さらには、27年度からＹＣＵ学内ＧＰを実施できるよう体
制を整えた。
②学術院会議において、各ユニットの進捗管理を行っ
た。
③学術院の実質化に向け、文部科学省等補助事業の
26年度申請・採択状況や27年度文部科学省概算要求
について学内での情報共有を行った。26年度は、スー
パーグローバル大学創成支援等６件の申請を行った。
結果は全て不採択となったが、本学の国際化の将来
構想等について、検討を重ねることができた。

B

ユニットの設置等による学術院の推進　【地域貢献】
　病院教員を含むすべての教員個人
が所属する教員組織として学術院を
設置し、学長のリーダーシップのもと、
学部や研究科等の枠を超えた全学的
な視点から、領域横断的な教育研究
や新たな課題に対し、臨機応変に対
応していく。

（１）　柔軟な教育研究体制の構築

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組
　Ⅰ－３　教育研究の実施体制に関する取組

１　教育研究の実施体制の整備に関する取組
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

①政策医療の実施
【附属病院】（以下【附】）地域がん診療連携拠点病
院、神奈川県エイズ治療中核拠点病院、横浜市認
知症疾患医療センター等
【センター病院】（以下【セ】）高度救命救急セン
ター、総合周産期母子医療センター、精神医療セ
ンター、神奈川県がん診療連携指定病院等
   このほか、重症外傷患者への迅速で高度な医療
の提供や救急外科医の確保・育成等を目的とした
「横浜市重度外傷センター（仮称）」を新たに設置す
る。

①【附】計画通り実施した。地域がん診療連携拠点病
院については、厳格化された新指定要件への対応を
進め、継続指定が認められた。
【セ】計画通り実施した。がん診療については取組を進
め、これまでの神奈川県がん診療連携指定病院から、
国による指定を受けた地域がん診療連携拠点病院に
認定された（平成26年8月6日指定）。
　また、救急搬送体制と連携した全国初の「横浜市重
症外傷センター」を設置し、10月から試行運用を開始。
平成27年4月から本格稼働を進めるため、補助金も活
用し、初療室へ新たにCTの整備を行った。

【附】
Ｂ

【セ】
A

（１）　市や県の医療政策上での位置づけによる救急医療体制など医療機能の充実　【地域貢献】

Ⅱ　附属２病院（附属病院及び附属市民総合医療センター）に関する目標を達成するための取組

　市や県との密接な連携関係のもと、
医療政策上におけるがん医療、救急
医療及び災害時医療などの医療機能
を担う中心的病院としての役割を果た
す。

市や県の医療政策上の位置づけによる、がん医療、救急医療及び災害時医療などの推進

１　医療分野・医療提供等に関する取組
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

②災害時に即応できる体制の確立のため、
　【附】災害・緊急時対応スペースの運用を開始し、
それを生かした災害対策訓練を実施する。災害派
遣医療チームＤＭＡＴ※の体制を充実させる。
　【セ】継続してＤＭＡＴ・ＹＭＡＴ※※の派遣及び訓
練を実施する。

※ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）：国（厚労省）が
都道府県ごとに置いている、災害発生時に迅速に
出動し現場医療が行えるトレーニングを受けた医療
チーム。
※※ＹＭＡＴ（横浜救急医療チーム）：横浜市が独
自に置いている医療チームで、ＤＭＡＴが大規模災
害を主に想定しているのに対し、ＹＭＡＴは局地災
害や大規模交通事故等にも対応。

②【附】運用を開始した災害・緊急時対応スペースを使
用して新型インフルエンザ等の発生時に設置される
「帰国者・接触者外来シミュレーション訓練」を実施し、
金沢区内の感染症対応における連携充実を図った。
【セ】仮設専門外来（仮設プレハブ）の設置による同様
の訓練を実施し、仮設運用する場合の動線確認等に
ついて、横浜市（健康福祉局）との連携を図った。
【附】日本DMAT隊員養成研修に参加し、医師１名が
新たに隊員資格を得た（医師２名、看護師４名、コメ
ディカル３名）。
【セ】ＤＭＡＴが ９都県市共済防災訓練「ビッグレス
キューかながわ2014」等へ参加（DMAT）したほか、Ｙ
ＭＡＴは交通事故・列車事故等への出動要請に対応
した（10回）。
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

①役割分担に応じた特色ある診療として、
　【附】地域がん診療連携拠点病院として、高度先
進的ながん医療に取り組むとともに、外来化学療法
室を移転・拡充し、日常生活や就労を続けながら治
療を受けるがん患者のニーズに応える。
　【セ】地域医療の最後の砦として、高度救命救急セ
ンター、総合周産期母子医療センター、精神医療
センター等で24時間体制の救急応需を行う。
   また男性・女性双方の不妊治療を一元的に行う
生殖医療センターについて、体制強化を図る。
   このほか、心臓血管医療において内科的治療と
外科的治療を組み合わせ、両方のメリットを引き出
すことにより高度な医療を提供する「ハイブリッド手
術」を新たに実施する。

②横浜市における救急医療体制に貢献するため、
　【附】救急病床を円滑に運用することで、予定外入
院患者等の救急患者に適切な救急医療を提供す
る。
　【セ】「横浜市重度外傷センター（仮称）」を新たに
設置し、市内救命救急センターや市消防局等との
連携の下に、救急外傷医療の高度化を推進する
（再掲）。

①【附】高度先進的ながん医療に引き続き取り組んだ
ほか、平成27年１月に外来化学療法室を移転・拡充
（13床から23床に増床）し、待ち期間の短縮とともに、よ
り安全かつ質の高い化学療法の提供体制を整えた。
【セ】高度救命救急センターにおいて、ホットラインによ
る救急応需率95％（４～12月実績）と高率の応需を
行った。
総合周産期母子医療センターにおいても、総分娩数
（1,314件）のうち、18％にあたる237件がハイリスク分娩
（保険診療の対象となる合併症を有している妊産婦の
分娩）となるなど、一般の分娩施設では難しい分娩を
多く受け入れた。
また、ハイブリッド手術を行う機器の更新とカテ室の整
備を行った。引き続き、TAVI（経カテーテル的大動脈
弁置換術）等の手術実施に向けて、ワーキング等を進
めていく。

②【附】救急病床を活用した救急入院・予定外入院患
者の受け入れにより、横浜市二次救急輪番病院として
の役割を果たした。
【セ】「横浜市重症外傷センター」を設置。平成27年4月
から本格稼働を進めるため、補助金も活用し、初療室
へ新たにCTの整備を行った。（再掲）

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

附属２病院における各診療内容の役割分担、特色を明確にし、附属２病院をあわせて1,300床を超えるメリットを発揮
　附属２病院における各診療内容の
役割分担を明確にし、特色を持った
診療を行う。附属病院はがん医療や
二次救急医療※などを、センター病
院は高度救命救急や周産期医療など
を担うことを基本とする。これら附属２
病院の役割分担と協調により、合わせ
て1,300床を超えるスケールメリットを
活かした医療提供を行う。

※二次救急医療：初期（一次）救急、
救命（三次）救急に当たらない、入院
を要する中等症の患者を対象とした
救急医療。 横浜市では、常時受入を
行う二次救急拠点病院と、輪番制で
受入を行う二次救急輪番病院を組み
合わせた受入体制を整えている。

※ハイリスク分娩：ハイリスク分娩管理
加算の算定対象となる患者の分娩
（妊娠22週から32週未満の早産の患
者や、40歳以上の初産婦、前置胎
盤・多胎妊娠等、医師がハイリスク分
娩管理が必要と認めた患者の分娩）

（２）　附属２病院の役割分担の明確化による医療提供　【地域貢献】
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

①引き続き先進医療の拡充に取り組み、
　【附】診療科、先進医療推進センターと連携し、３
件以上の承認を目指す。
　【セ】中期計画目標（６件）を達成するため（既に５
件取得済み）、１件以上の申請を行う。

②高度で先進的な医療を提供するため、
　【共】緩和ケアチーム、褥そう対策チーム等、各職
種がスペシャリストとしての専門性を発揮し、多方面
から治療・検査等をサポートする。
　【附】チームステップス研修を活用し、職種の壁を
越えたチーム医療の実践を行う。
　【セ】ハイブリッド手術機能の導入（再掲）を行うとと
もに、生殖医療センターの体制強化（再掲）を図る。

①【附】先進医療の申請を１件行い、年度内に承認さ
れた（硬膜外自家血注入療法：脳神経外科）。このほ
か、５件（他施設の協力医療機関として申請予定の２
件を含む）の案件が申請に向けて、厚労省等と調整中
である。
【セ】先進医療について、新たに３件承認され（IL28Bの
遺伝子診断によるインターフェロン治療効果の予測評
価：消化器病センター、オクトレオチド皮下注射療法：
小児総合医療センター、腹腔鏡下広汎子宮全摘術：
婦人科）、中期計画目標を達成した。
〔中期計画目標値（第１期も含めた累計）〕
【附】27件（現在19件）【セ】11件（現在13件）

②【共】多職種が連携し、それぞれの専門性を活かし
た各チームの活動により、より質の高い医療を提供して
いる。
【附】チームトレーニングプログラムであるチームステッ
プス研修を12回実施。チーム医療の実践や医療安全
意識を醸成した。
【セ】ハイブリッド手術を行う機器の導入とカテ室の整備
を行った。引き続き、TAVI（経カテーテル的大動脈弁
置換術）等の手術実施に向けて、ワーキング等を進め
ていく。（再掲）

【附】
Ｂ

【セ】
A

（３）　大学附属病院として担う高度先進的医療・地域医療連携の推進　【地域貢献】

　公立大学附属病院として担う高度で
先進的な医療を提供し、先進医療※
の申請・承認への取組を積極的に進
めるなど、地域医療の向上への役割
を果たす。また、地域医療機関との協
調・役割分担を進めるなかで、附属２
病院が担う入院や外来の診療機能を
十分に果たす。

※先進医療：厚労省が定める高度の
医療技術を用いた医療。先進医療と
して認められた医療部分は全額自費
負担だが、それ以外の通常の治療と
共通する部分（診察、検査、投薬及び
入院料等）の費用は一般の保険診療
扱いとなる。

高度で先進的な医療の提供、先進医療への取組及びチーム医療の推進
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

地域医療機関との一層の役割分担を図るため、
　【共】地域連携クリティカルパスの充実・拡大を進
めるとともに、連携病院との連絡会を実施し連携を
深める。
　【附】地域医療連携機能の強化に向けて、まずは
入院支援機能の充実策を検討する。
　【セ】地域医療機関や訪問看護ステーション向け
の広報誌を創刊し、病院のＰＲや連携促進を行う。

【附】金沢区病院連絡会や「がん連携病院」である済生
会若草病院との連絡会議にて、がん地域連携クリティ
カルパスの適用について、情報・意見交換を行った。
【セ】５大がんに関する地域連携クリティカルパスの普
及活動の一環として、新たに前立腺がんについて14か
所の診療所との連携を開始した。
【附】入院支援機能の充実について検討を進め、平成
27年４月に入院受付事務を一元化する「入院支援コー
ナー（仮称）」を設置することが決定した。
【セ】地域における在宅看護をサポートするため、訪問
看護ステーションとのネットワーク構築を進めたほか、
地域医療機関等を対象とした広報誌「地域連携だよ
り」を創刊した。

⇒紹介率・逆紹介率（カッコ内は25年度実績【参考】）
※医療法の改正に伴い、26年度より紹介率・逆紹介率
の計算方法が変更
【附】紹介率：87.7％（85.2％）、逆紹介率：58.8％
（50.9％）
【セ】紹介率：87.3％（90.1％）、逆紹介率：66.1％
（67.9％）
〔中期計画目標値【参考】〕
紹介率【附】80％【セ】90％、逆紹介率【附】50％【セ】
60％

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

地域医療機関との連携強化や、地域医療連携をふまえた入院・外来診療の充実
※紹介率の計算式
【～25年度】
・附属病院（特定機能病院）
文書による紹介（を受けた）患者数＋（他病院へ）紹介
した患者数＋救急用自動車による搬入患者数/初診
患者数＋（他病院へ）紹介した患者数

・センター病院（地域医療支援病院）
文書による紹介（を受けた）患者数＋緊急的に入院し
治療を必要とした救急患者数/初診患者数－（休日又
は夜間に受診した救急患者数－休日又は夜間に緊
急的に入院し治療を必要とした救急患者数）

【26年度～】
・附属病院（特定機能病院）
文書による紹介（を受けた）患者数＋救急用自動車に
よる搬入患者数/初診患者数

・センター病院（地域医療支援病院）
文書による紹介（を受けた）患者数/初診患者数－休
日又は夜間に受診した救急患者数

※逆紹介率の計算式
【～25年度】
・附属病院（特定機能病院）
（他病院へ）紹介した患者数/初診患者数
※変更なし

・センター病院（地域医療支援病院）
逆紹介患者数/初診患者数－（休日又は夜間に受診
した救急患者数－休日又は夜間に緊急的に入院し
治療を必要とした救急患者数）

【26年度～】
・附属病院（特定機能病院）
（他病院へ）紹介した患者数/初診患者数

・センター病院（地域医療支援病院）
逆紹介患者数/初診患者数－休日又は夜間に受診し
た救急患者数
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

①【附】日常生活や就労を続けながら治療を受ける
がん患者のニーズに応えるため、外来化学療法室
を移転・拡充する（再掲）。

②【附】手術支援ロボット（ダ・ヴィンチ）を導入し、高
度な医療を提供するとともに、外科医師の育成、医
療技術の向上を図る。

③【セ】心臓血管医療において、内科的治療と外科
的治療を組み合わせた「ハイブリッド手術」を新たに
実施するため、必要となる機器の更新や施設改修
を行う。
  また、「横浜市重度外傷センター（仮称）」を新たに
設置する（再掲）のに伴い、市の補助を受け、必要
な医療機器の整備等を行う。

①【附】平成27年１月に外来化学療法室を移転・拡充
（13床から23床に増床）し、待ち期間の短縮とともに、よ
り安全かつ質の高い化学療法の提供体制を整えた。
（再掲）

②【附】手術支援ロボット（ダ・ヴィンチ）を導入し、前立
腺がんや婦人科領域の治療に活用している。また、外
科領域の適用についても検討を進めた。

③【セ】ハイブリッド手術を行う機器の導入とカテ室の整
備を行った。引き続き、TAVI（経カテーテル的大動脈
弁置換術）等の手術実施に向けて、ワーキング等を進
めていく。また、「横浜市重症外傷センター」を設置。平
成27年4月から本格稼働を進めるため、補助金も活用
し、初療室へ新たにCTの整備を行った。（再掲）

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

　公立大学附属病院として担う救急医
療や高度で先進的な医療などによる
市域・県域への地域貢献を積極的に
果たすため、必要となる医療機器や
設備の整備・更新をおこなう。

医療における地域貢献を積極的に果たすために必要となる医療機器や設備の整備・更新

（４）　救急医療や高度先進的医療などを行うための医療機器や設備の整備・更新　【地域貢献】
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　審査会やヒアリングを通じて、各診療科で実施して
いる先進的な技術を先進医療に結びつける取組や
支援を引き続き行う。
　特に、本学で行っている医学研究を先進医療に
つなげるため、「ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関
する指針」に基づく厚生労働省への申請を行う。

　審査会やヒアリングを通じて、先進医療の推進を図っ
たほか、神奈川新聞において「先進医療を市民へ－
横浜市大病院発」と題した連載が開始され、計16回の
記事が掲載された（隔週）。
  また、横浜市の「総合的ながん対策推進事業」の一
つとして、本学におけるがん研究に対し、先進医療推
進事業および研究支援を行うURAへの支援が27年度
より新たにされることとなった。
　「ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針」に基づ
く厚生労働省への申請に向けては、平成26年11月25
日に施行された「再生医療等の安全性の確保等に関
する法律」（再生医療新法）に基づいた審査の受審の
ための作業を進めている。

Ｂ

　附属２病院と医学部との連携・役割
分担のもと、大学附属病院として先端
的な研究や臨床研究など幅広く医療
向上に寄与する研究に取り組む。

（５）　研究の充実　【地域貢献】

先進医療への貢献
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

①【共】臨床研究・治験の効率化・加速化・質の向上
を図るため、地域医療機関と連携しながら、多施設
共同型の臨床研究ネットワークを整備する。

②【共】国の倫理指針の動向を確認しつつ、臨床研
究等の質を更に向上させるため、倫理体制の充実
を図る。

③【附】引き続き、第Ⅰ相治験を受託できるよう、第
Ⅱ・Ⅲ相治験やジェネリックＢＥ（生物学的同等性）
試験などにより実績を積み重ねていく。

④【セ】臨床研究推進センターを中心に、プロトコル
（臨床試験及び研究実施計画表）作成や、データ解
析支援、データマネジメント支援等を行い、医師等
による幅広い臨床研究をサポートする。

①【共】本学が中心となり、横浜市とその周辺の中核病
院が連携して治験や臨床研究の推進に取り組む「横
浜臨床研究ネットワーク」が発足した（計14医療機関、
計7,455床で発足、その後、横須賀市立うわまち病院
が加わり、現在、計15医療機関、計7,872床）。

②【共】治験・臨床研究を推進するために、統計学専門
家、データマネジャー、臨床研究コーディネーター等
の専門職を配置した「次世代臨床研究センター（Y-
NEXT）」を平成27年４月に設置した。
また、倫理に関する課題を解決する倫理運営員会を
設置したほか、倫理教育制度について、講演会とe
ラーニングの受講を義務化した。

③【附】４件の第Ⅰ相治験を受託したほか、ジェネリック
BE試験を１件受託した。
⇒新規受託件数
【附】32件（平成25年度：32件）
【セ】17件（平成25年度:28件）

④【セ】臨床研究推進センターにて随時、データマネジ
メント・データ解析の相談・アドバイス等を実施したほ
か、臨床統計学教授による臨床研究セミナーを開催し
た。

【附】
A

【セ】
A

臨床研究・治験への取組
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

①医学部定員増以降も質の高い病棟実習を行うた
め、
【２病院・医学部】病棟実習ユニット教員や病棟実習
部門が中心となり、状況を確認しながら課題把握に
努める。
【セ】平成25年度に引き続き、ランチョンミーティング
やランチョンセミナーの開催により、臨床研修医と教
員医師との交流機会を積極的に設ける。また、自習
室の改善やメディカルトレーニングセンターの備品
拡充などにより、学習環境の向上を図る。

②２病院看護部と看護学科が連携して「看護系キャ
リア・実践開発センター（仮称）」を設置し、看護学科
生のキャリア支援や、指導内容の評価等を通じた病
棟実習環境の改善・充実を図る。

①【２病院・医学部】病棟実習部門会議や病棟実習ユ
ニット会議等を通じて、学生の学習環境の改善等の検
討を行った。
【セ】病院長とのランチョンミーティングや医学科生と研
修医・医師の交流機会を提供するランチョンセミナーを
開催した（計８回、延64名の学生及び延94名の研修医
が参加）。
また、メディカルトレーニングセンターの備品として、教
育用聴診器を購入する等、実習環境の整備を進め
た。
②２病院看護部と看護学科における連携協力の充実・
深化について検討を進め、看護師の学生教育、採用・
確保から生涯教育までのキャリア開発を一貫して企画
立案、実行できる組織として「看護キャリア開発支援セ
ンター」を27年度より設置することが決定した。

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

（１）　医学教育や医師・看護師等医療スタッフの育成　【地域貢献】

　県内唯一の公立大学附属病院とし
て、医師不足診療分野を始めとした
市域・県域に貢献する医師や看護師
等医療スタッフの育成に力を注ぐ。医
学部と連携して医学生と看護学生に
対する病棟実習等の実践的教育を推
進する。また、研修医を受け入れるプ
ログラム及び研修環境や、看護師に
対する卒後教育の充実を図る。

２　医療人材の育成等に関する取組

病棟実習等医学部（医学科・看護学科）学生の教育
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　プライマリ・ケアの基本的な臨床能力を身に着けた
臨床研修医を育成するため、また、平成27年度の
臨床研修医採用において今後も高いマッチング率
を維持するため、
　【共】研修プログラムの改善を引き続き行っていくと
ともに、これら情報をfacebook等で研修医・学生に向
けてきめ細かく発信する。
　【セ】イブニングセミナー等、臨床研修医を対象と
した各種講習会を開催する。また、ランチョンミー
ティング及びランチョンセミナーの開催や、自習室の
改善、メディカルトレーニングセンターの備品拡充を
行う（再掲）。

【共】協力施設の新規開拓を進め、27年度研修開始の臨床
研修プログラムにおいて、済生会横浜市東部病院の協力
型臨床研修病院としての新規指定が内定した。
【セ】魅力ある研修プログラムの提供に努めた結果、３年連
続でプログラム定員のフルマッチを達成した。マッチングし
た学生は国家試験に全員合格し、質の高い人材を確保す
ることができた。
⇒マッチング結果
【附】※各数値は、マッチ人数/募集定員（マッチ率）
　平成26年度　基本プログラム：41/51（80.4％）
　　　　　　　　　 産科・小児科プログラム：1/4（25.0％）
　平成25年度　基本プログラム：50/51（98.0％）
　　　　　　　　　 産科・小児科プログラム：0/4（0％）
【セ】
　平成26年度　基本プログラム：50/50（100％）
　　　　　　　　　 産科・小児科プログラム：4/4（100％）
　平成25年度　基本プログラム：50/50（100％）
　　　　　　　　　 産科・小児科プログラム：4/4（100％）
【セ】病院長とのランチョンミーティングや医学科生と研修
医・医師の交流機会を提供するランチョンセミナーを開催し
た（計8回、延64名の学生及び延94名の研修医が参加）。
また、メディカルトレーニングセンターの備品として、教育用
聴診器を購入する等、実習環境の整備を進めた。（再掲）
イブニングセミナーで昨年度から導入した「医師のための蘇
生トレーニング（ICLS心肺蘇生トレーニング）コース」では、
新たに63名研修医が救急医学会認定資格を取得した。

【附】
C

【セ】
A

臨床研修医の育成
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

①幅広い基礎と高い専門性を持つ医師を育成する
ため、平成27年度採用に向けた課題整理、及びそ
れに基づくプログラムを見直しや、シニア・レジデン
トの知識・技能・資格の取得に関する支援を行う。

②新しい専門医制度に関する国の動向を確認しつ
つ、協力病院と連携しながら総合診療医の育成に
取り組み始める。

③医師不足診療分野において、育児と研修の両立
が可能な長期専門医研修プログラムや、院内保育
所の充実等女性医師が働きやすい環境づくりを引
き続き行う。

①【共】引き続き専門医養成プログラムに基づき、シニ
ア・レジデントの募集を積極的に行うとともに、育成を
図っている。

②【共】新しい専門医制度に対応すべく、附属２病院長
を中心としたワーキンググループを発足し、検討を進め
た結果、関連病院等とローテートや雇用体制を検討す
るための「専門医連絡協議会(仮）」の発足が決定し
た。また、今年度より、総合診療医学教室の設置に伴
い、総合診療医の育成に向けた研修の実施体制やプ
ログラムの策定を行っている。

③【共】引き続き育児部分休業制度等を活用し、育児と
研修の両立支援を行った。
また、【附】院内保育所において病後児に加えて、病児
まで対象を拡大し、病児・病後児保育室を開設した。

【附】
Ｂ

【セ】
B

専門医・認定医の育成、医師不足診療分野への対策
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

確かな技術と高い倫理性を備えたスタッフの育成の
ため、以下の取組を推進する。
①「新人看護師教育ガイドライン」や臨床実践能力
の評価ツール「ＣＤＰ（キャリア開発プログラム）」に基
づき、新人・中堅・ベテランなどの各段階に合わせ
た院内研修プログラムを実施する。
②院外教育機関への進学を支援する。
③院内・院外研修への参加を促進する。
④２病院看護部と看護学科が連携して「看護系キャ
リア・実践開発センター（仮称）」を設置し（再掲）、実
践と教育の場に有機的なつながりを持たせること
で、実践能力の高い看護師の育成を図る。
⑤ナースNAVI（看護師の教育支援システム）や看
護技術教育支援システムの活用を支援する。

①【共】２病院において、引き続き「新人看護師教育ガ
イドライン」や「CDP（キャリア開発プログラム）」の活用
状況を踏まえた改定を適宜行いつつ、計画的な人材
育成を実施している。
②③【共】看護の質と医療チームの質の向上に向け
て、職員の外部教育機関への研修派遣を予定通り実
施した。また、キャリア支援の一環として、市大大学院
への進学派遣に関する看護部規定を改定した。
　【セ】こうした人材育成の取組の成果として、新たに４
領域６名が認定看護師の資格を取得した。
④【共】２病院看護部と看護学科における連携協力の
充実・深化について検討を進め、看護師の学生教育、
採用・確保から生涯教育までのキャリア開発を一貫し
て企画立案、実行できる組織として「看護キャリア開発
支援センター」を27年度より設置することが決定した。
（再掲）
⑤【セ】CDPに入力されたデータがナースNAVIと連動
するように設定し、部署管理者がタイムリーに活用でき
る環境を整備した。

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

看護師等医療スタッフの育成
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

①【共】医師が行う事務の一部を代行する事務作業
補助者を引き続き雇用し、負担軽減を図る。

②【附】地域医療連携機能の強化に向けて、まずは
入院支援機能の充実策を検討し（再掲）、医師等の
事務負担軽減につなげる。

③【セ】医学教育センターと連携した講演会等の実
施や、共用研究機器の整備を行う。また、臨床研究
推進センターによる研究者等へのプロトコル作成・
データ解析などの継続的な支援（再掲）や、メディカ
ルトレーニングセンターの運営充実（再掲）を行う。

①【共】引き続き、医師事務作業補助者による文書作
成補助業務を実施し、負担軽減を図った。

②【附】入院支援機能の充実について検討を進め、平
成27年４月に入院受付事務を一元化する「入院支援
コーナー（仮称）」を設置することが決定した。(再掲)

③【セ】医学教育センターと連携した講演会等の実施
や共同研究機器の整備を行った。また、臨床研究推
進センターによる支援、メディカルトレーニングセン
ターの運営充実のほか、「統合患者サポートセンター」
により、来院患者の相談事項や苦情等を総合的に受
け付け、医療スタッフの業務負担や心的ストレスの軽減
を図った。

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

医師等が診療・教育・研究に集中できる労働環境の向上
　医師・看護師等医療スタッフの事務
作業軽減やモチベーション維持・向
上に向けた労働環境の向上や改善を
図ると同時に、女性医療スタッフの復
職支援や働きやすい環境の整備に向
けた取組を推進する。これらにより良
質な医療を提供するための安定的な
人材を確保する。

（２）　医師・看護師等医療スタッフの確保・労働環境整備　【地域貢献】
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　育児休業・短時間勤務制度、院内保育、医師につ
いては復職支援のための非常勤採用を引き続き実
施するほか、平成25年度に立ち上げた女性医療者
支援ワーキンググループで随時支援策の検討
（【附】受入シミュレーションなど病児保育実施に向
けた準備、【セ】院内保育の更なる充実（近隣保育
所との交流、年齢クラス別保育の実施等））を行い、
育児期間中でも安心して働けるような職場環境を作
る。

【附】女性医療者支援ワーキンググループを育児支援
委員会に昇格させ、女性をはじめとする育児中の医師
に対する負担軽減について進めたほか、女性医師支
援について、神奈川県に対し、県域の医師確保や政
策医療の観点から要望を提出した。
　また、院内保育所において病後児に加えて、病児ま
で対象を拡大し、病児・病後児保育室を開設した。（再
掲）
【セ】クラス別保育を実施したほか、フォトフレームを設
置し利用者に保育内容を画像で分かりやすく伝えるな
ど、保護者の満足度の向上を図った。
　また、非常勤医療従事者など利用対象者の拡大に
ついて検討し、次年度からより柔軟な対応を図ることを
決定した。

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

女性医療スタッフの復職支援や働きやすい環境の整備
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　引き続き定期的に採用試験を実施するとともに、
病院見学会・学校訪問等については時期の見直し
をするなど効果的な広報活動を推進する。
　また、看護学科と附属２病院看護部、事務部門が
連携しながら、看護学科生の附属２病院への就職
率向上、現状分析に応じた離職防止等を推進す
る。

　病院見学会・学校訪問等の広報活動を計画通り実施
し、延べ参加者は620名となった。そのうち171名が採
用試験を受験し、附属２病院の必要数を確保できた。
　連携会議を通して、病院主催イベントへの参加者増
加や、就職者への個別指導に活かすことができた。

B

看護職員の安定確保及び離職防止の推進
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

①【共】引き続き、オープンカンファレンス、地域医
療連携推進研修会等を実施し、地域医療の充実を
図る。それらの情報は、『診療のご案内』に掲載する
ほか、Ｗｅｂサイトにも掲載・更新することで、最新の
情報が関係機関に提供されている。

②地域がん診療連携拠点病院（【附】）・神奈川県が
ん診療連携指定病院（【セ】）として、地域医療機関
の医療スタッフへの緩和ケア研修会等の専門的な
研修や技術支援を行う。

①【共】引き続き、２病院で「診療のご案内」やWeb等に
よる地域医療機関や関係団体への情報提供やオープ
ンカンファレンス等を実施し、地域医療の充実に貢献
した。

②緩和ケア研修会（【共】）や神奈川県エイズ治療拠点
病院等連絡協議会の研修会、講習会（【附】）を開催
し、他医療機関の医療スタッフへ専門的な研修や技術
支援を行った。

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

　大学病院として積極的な実習受入を行うため、２
病院と看護学科合同の指導者研修や教育機関派
遣を通じた指導者の育成や、実習環境の整備を引
き続き行うとともに、看護部・薬剤部などの実習内
容・実績などをＷｅｂサイトを通じて院外に情報提供
を行う。

　各部門において指導者の育成に取り組んだほか、実
習生の健康診断と感染症等の検査を義務付け、より安
全に実習が行える体制を整備した。
　また、現在、実習受入を行っていない臨床工学技士
についても27年度後半から受入を行うことが決定した。

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

地域医療従事者への研修機会の提供

（３）　地域医療従事者向け研修等の充実　【地域貢献】

病院実習の受入体制の強化

　地域医療機関に対して、院内で行う
オープンカンファレンス※や研修会の
情報を積極的に提供するとともに、看
護師等医療スタッフ向けの研修会等
の開催や、院外研修・講習会への講
師派遣などの体制作りに取り組む。ま
た、大学附属病院が担う人材育成機
能として病院実習の受入体制の強化
を図る。

※オープンカンファレンス：地域医療
の向上や地域医療機関との連携促進
等を目的とし、地域の医療従事者が
参加できる開かれた勉強会や症例検
討会。
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

【共】リスクマネージャー会議や安全管理対策委員
会を通じて、インシデントとその対策などの医療安全
情報を共有するとともに、特に医療事故と疑われる
ものに関しては、透明性・客観性・プライバシーの点
での検討を学内で行った上で、適切な時期・方法で
公表していく。
【附】平成25年度に設置した「医療の質向上セン
ター」を中心として、インシデント情報の迅速な収
集・分析、チームステップス研修を活用したコミュニ
ケーション能力の育成を行うとともに、ｅラーニングに
よる効率的な研修を実施し、これまで以上に患者を
中心とした安全かつ生命の尊厳を深く認識した医
療に取り組む。
【セ】①当院職員が独自に作成する教材を使用した
ｅラーニングによる医療安全講座を実施するほか、
医療安全講演会を開催し、全ての職員の安全管理
意識向上を推進する。
②平成25年度に引き続き、医療安全管理指針及び
関連マニュアルの見直しを行い、改訂版を発行・配
付する。
③診療情報部や統合患者サポートセンターなど、院
内の関係部署と定期的にミーティングを実施し、医
療安全確保に関する情報共有等を行う。

【附】課題解決のための職種横断的なプログラムを複
数立ち上げて改善に向けた取組を行う等、「医療の質
向上センター」を中心として、医療安全の推進を行っ
た。また、チームトレーニングプログラムであるチームス
テップス研修やeラーニングを活用し、医療安全意識を
醸成した。

【セ】①③院内の安全管理担当者を集めた会議（安全
管理対策委員会等）を定期的に開催し、インシデント
事例等の情報共有や対応策検討を実施したほか、診
療情報部や感染制御部、統合患者サポートセンター
の各部署とも、定期的にミーティングを行い（月に１、２
回）、情報共有や対応策の検討を行った。
②従来の医療安全管理指針を「医療安全管理指針」と
「医療安全マニュアル」に分離し、「医療安全マニュア
ル」は「医療安全上必要な事項」を職員が確認しやす
いよう内容の整理を行った。
　また、平成27年10月から開始される、「医療事故調査
制度」への対応準備として、同意書の統一化に向けた
検討を行った。

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

医療安全文化の醸成、安全管理教育の充実及び医療安全管理取組情報の提供

（１）　医療安全管理体制の充実

３　医療安全管理体制・病院運営等に関する取組

　医療に従事する全ての職員が医療
に携わる者としての倫理観を有し、患
者の安全を最優先に考え、その実現
を目指す組織風土としての「医療安全
文化」を醸成する取組を今後も進め、
安全管理教育を充実させる。また、医
療安全管理の取組に関する情報公開
を行う。
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　教員管理職と法人経営陣による定例会議等を通
じて、教育・診療・研究に関する体制・運営を一体的
に検討し、２病院の機能分担や、安定した病院経
営、公立大学として社会・地域ニーズへの即応を実
現する。

　各種会議で引き続き３者及び法人経営陣との連携を
進めたほか、27年度より、本学並びに横浜臨床研究
ネットワークに加盟する医療機関の臨床研究の推進を
図ることを目的とする「次世代医療研究センター」及び
看護師の学生教育、採用・確保から生涯教育までの
キャリア開発を一貫して企画立案、実行できる組織とし
て「看護キャリア開発支援センター」の設置が決定し
た。

Ｂ

（２）　附属２病院の運営体制の強化や経営効率化の推進

　法人化以降取り組んできた主体的
な運営体制の構築を継承すると同時
に、附属２病院の機能分担に基づき、
附属２病院相互及び医学部との緊密
な連携を進めることで、運営体制の強
化や経営効率化の推進を図る。

附属２病院・医学部の３者連携と経営基盤の確立
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

【附】病床管理室による共用病床の柔軟な活用など
の円滑な病床管理を行うとともに、地域医療連携・
病床管理機能の強化に向けて、まずは入院支援機
能の充実策を検討（再掲）する。また、病院情報シス
テム更新に合わせて院内クリティカルパス運用を見
直し、より効率的なものとする。
【セ】①病床利用率や診療稼働額等の状況を把握
（毎月）し、院内の管理会議で報告するとともに、改
善の余地がある診療科があれば随時対応を図る。
②全病床を各病棟へ配分するのではなく、一部を
共用（９床）とすることで、病棟ごとの入院患者数の
短期的な増減に柔軟に対応する。
③各病棟のベッド調整担当医師・看護師長や、看
護部の病床管理担当看護師、また医事課の事務職
員などが連携し、各病棟ごとに患者の入退院や手
術予定をきめ細かく管理して、病床を最大限有効活
用するように努める。
④効率的な手術枠の運用を図るため、院内に設置
している「手術部門運営委員会」で手術室の運用に
関する検討・調整を行う。

【附】効率的な病床運用について病棟医長会議等で周知するととも
に、病床管理室において共用病床の円滑な運用を実施した。
　また、入院支援機能の充実について検討を進め、平成27年４月に
入院受付事務を一元化する「入院支援コーナー（仮称）」を設置する
ことが決定した。（再掲）
【セ】病床利用率の確保については、病床調整担当医師、看護師、医
事管理担当職員等が緊密に連携し、
　　・　空きベッド情報や入退院予定の個別把握・管理
　　・　病床を有効活用するための午前退院・午後入院の徹底
　　・　新入院患者の柔軟な受入れ（一日当たりの新入院患者数に硬
直的な制限ルールを設けない）
等の取組を、きめ細かく行ったほか、母子医療センターにおける分娩
数の増加に対応するため、共用病床の一部を産科病床へ変更し、積
極的な受入を行った。
　これらの取組の結果、病床利用率、平均在院日数は前年度より改
善され、引き続き中期計画目標値を達成した。
⇒診療実績指標（カッコ内は25年度実績）
【附】
　病床利用率：87.9％（86.5％）
　平均在院日数：14.9日（15.1日）
　新入院患者数：14,094人（13,623人）
【セ】
　病床利用率：90.7％（90.2％）
　平均在院日数：13.7日（13.8日）
　新入院患者数：17,566人（17,308人）
〔中期計画目標値〕
　病床利用率：90％以上、平均在院日数：15日未満
【共】手術部門運営委員会を開催し、手術枠の調整を行う等、効率的
な運用に取り組んだ。その結果、
【附】手術件数は5,871件となり、前年度（5,711件）より、160件増加し
た。
【セ】手術件数は7,625件となり、大幅増となった前年度（7,656件）の
件数を維持した。

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

病床等の効率的運用
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医療政策上の役割を果たすにあたり、
　【共】継続的な補助金申請や情報収集だけでな
く、既に重要な役割を果たしているものについては
その実績を県や市に積極的にアピールし新規補助
金につなげるなど、医業収入以外の収入源を確保
する。また、時限的な補助金事業については、別の
財源を確保するなど、将来の病院経営を圧迫しな
いよう、補助金に頼らない方法を検討する。
  【セ】横浜市の要請を受けて新たに設置する「横浜
市重度外傷センター（仮称）」について、市の補助を
受け、必要な医療機器の整備等を行う（再掲）。

【附】県や国の補助金を申請し、屋上防水他漏水対策
や薄膜一体型太陽光発電設備の導入等の施設整備
を行った。また、神奈川県地域医療介護総合確保基
金事業費補助金を申請し、総合診療医育成事業や医
師事務作業補助者配置事業に活用した。
【セ】「横浜市重症外傷センター」を設置。平成27年４
月から本格稼働を進めるため、補助金も活用し、初療
室へ新たにCTの整備を行った。（再掲）

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

　人件費の適正化及び職員のワークライフバランス
の推進のため、
　【共】定時退勤の徹底や、事務作業補助者の充実
による医師の業務負担軽減等を通じて、超過勤務
の縮減に努める。
　【附】各部署担当業務内容の精査を行い、業務委
託の有効活用を含め、雇用形態に応じた効果的な
業務分担を行う。
　【セ】一時的な業務量のみに着目するのではなく、
中長期的な視点に立って経営面での効果や採算
性等を検討した上で増員等の必要性を判断する。

【共】60 時間超及び22 時以降深夜の超過勤務におけ
る部長決裁の導入、「ずらし勤務」や「早出遅出勤務」
等の試行、時間外会議の見直し、効果的な取組内容
及び職場の超過勤務状況等を毎月の定例会議で共
有する等、超過勤務の縮減に取り組んだ。
　また、化学療法センターの移転・拡充（【附】）や横浜
市重症外傷センターの設置、ハイブリッド手術室の整
備（【セ】）に伴う医療スタッフ等の増員についても、経
営面での効果や採算性等も勘案した上で、中長期的
な視点から検討を行った。
⇒人件費・人件費比率（カッコ内は25年度実績）
【附】109億円（104億円）・50.0％（49.6％）
【セ】121億円（117億円）・48.1％（46.9％）
〔中期計画目標値〕人件費比率 50％未満

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

人件費管理

補助金等外部資金の確保
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

①医薬品費の縮減のため、
　【共】引き続き、後発医薬品の採用品目の拡大、他
病院とのベンチマークによる価格交渉（【セ】特に単
価が高く購入量の多い医薬品を重点的に行う）、２
病院での共同購入を実施する。

②診療材料費の縮減及び在庫適正化のため、
　【共】引き続き２病院での共同購入を行うとともに、
　【附】診療材料の預託範囲を拡大する。
　【セ】診療材料委員会（年４回）、診療材料削減部
会（毎月）を開催し、同種同効品目の整理（削除）等
を検討する。また、購入ボリュームの多い品目や、複
数メーカーが同種同効品を販売する品目について
は、価格交渉の対象として検討する。

①【共】医薬品について、厚労省より発出された、医薬
品購入価格に係る早期妥結の指導に従い、当初計画
していた妥結に至るまでの交渉日程を前倒しで実施、
期限となる10月末までに地方厚生局に必要書類を提
出した。
　今年度は薬価改定と消費税増税の影響がある中で、
単純に昨年対比は出来ないものの、高額医薬品や購
入数量の多い品目を中心に価格交渉を行い、当初より
想定していたものに近い値引きを引き出した。
　また、後発医薬品に関しては、年度当初より導入を積
極的に行い、品目ベースで導入割合を高めることがで
きた。
⇒後発医薬品採用率（カッコ内は25年度実績）
【附】25.9％（24.9％）
【セ】24.3％（21.1％）
②【附】病院購入で在庫していた呼吸器回路や透析処
置セット等を預託へ切り替えたことで購入額の削減に
つながった。
【セ】診療材料削減部会等を通じて、安価な同等品へ
の切り替えや、価格交渉を進めたことによって、当初設
定した削減目標の86％を達成した。
⇒医薬材料費比率（カッコ内は25年度実績）
【附】36.7％（35.9％）
【セ】36.6％（35.8％）
〔中期計画目標値〕【附】35％未満【セ】33％未満

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

機器・医薬材料等の購入における、適正化及び効率化の推進並びに附属２病院の連携
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患者満足度やヘルス・リテラシー（情報の応用力）向
上のために、
　【共】ソーシャルワーカー等による専門性を生かし
た患者相談、「患者の声」の業務改善への反映等を
引き続き充実させる。
　【附】がん相談支援に係る機能の充実を図る。
　【セ】①患者相談・診療支援を一元的に行う「統合
患者サポートセンター」の円滑な運営を行う。
②がん相談支援センターによる相談支援体制を一
層充実させる。

【共】ソーシャルワーカー等による患者相談等を着実に
実施したほか、院内に設置した（【附】）患者サービス向
上委員会、（【セ】）TQM委員会で患者満足度向上のた
めの検討を行った。
【附】各診療科、中央部門、事務部門等にがんリンク担
当者を置き、所属する部署に関するがん情報の院内
窓口となることで、外部からのがん情報に関する問い
合わせ等に対して迅速に対応できる体制を整えた。
【セ】①症例検討会等を通じて、クレーム事案となって
いる個々の対応状況の共有や、課題点の検証等を
行った。また、相談窓口の一元化、保安員（２名）による
見回り、初期対応の迅速化といった組織的な対応を効
果的に行うことにより、クレーム発生を事前予防すること
ができ、医師・看護師等の負担軽減に繋げることがで
きた。
②がん相談支援センター運営会議を実施し、相談支
援センターの運用に係る要綱の策定や、月間の相談
対応・セカンドオピニオン事案の実績報告等を行った。

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

患者支援体制の充実

（３）　病院機能の充実

　患者支援体制の充実や、医療機
器、施設設備及び医療情報システム
※（電子カルテを含む）の計画的な導
入・更新やそれらの十分な活用及び
病院機能評価の継続取得などによ
り、病院機能の充実を図る。

※医療情報システム：診療記録、オー
ダ及び看護支援等の機能を有する電
子カルテシステムと、医事会計システ
ムからなる基幹システムを軸に、検査
システムや放射線システム等の部門
システムとの間にデータ連携や情報
共有を可能とする仕組みを有する統
合的情報システムのこと。
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医療機器・設備については、
　【共】平成23年度から設置している医療機器・施設
整備審査会において、法人として優先順位をつけ
ながら、計画的に購入・整備していく。
　【附】外来化学療法室の移転・拡充、手術支援ロ
ボット（ダ・ヴィンチ）の導入。（再掲）
　【セ】ハイブリッド手術機能の導入（再掲）や、「横浜
市重度外傷センター（仮称）」の開設（再掲）に伴い
必要となる、医療機器や施設改修を行う。

医療情報システムについては、
　【附】病院情報システムの更新を実施する（平成27
年１月予定）するとともに、ｅラーニングの環境を整え
効果的な研修を実施する。
　【セ】平成24年度に導入した医療情報システムを
安定的に稼働させるためのシステム改修などを行う
とともに、導入前の紙文書やフィルム類の電子化を
進める。

医療機器・設備について
【附】平成27年１月に外来化学療法室を移転・拡充（13床か
ら23床に増床）し、待ち期間の短縮とともに、より安全かつ
質の高い化学療法の提供体制を整えた。（再掲）
また、手術支援ロボット（ダ・ヴィンチ）を導入し、前立腺がん
や婦人科領域の治療に活用している。また、外科領域の適
用についても検討を進めた。（再掲）
【セ】ハイブリッド手術を行う機器の導入とカテ室の整備を
行った。引き続き、TAVI（経カテーテル的大動脈弁置換術）
等の手術実施に向けて、ワーキング等を進めていく。また、
「横浜市重症外傷センター」を設置。平成27年4月から本格
稼働を進めるため、補助金も活用し、初療室へ新たにCTの
整備を行った。（再掲）

病院情報システム（医療情報システム）について
【附】公募型プロポーザルを実施し、開発業者を決定した。
現在、開発調整会議やワーキンググループを設置し、シス
テム更新に向けた全体調整や一部システムの先行導入を
行っている。
また、eラーニングの運用を開始し、計21個のコンテンツを開
講した。
【セ】病院情報システムの稼働状況については、システムの
自動監視や目視確認により、24時間の監視を行った。シス
テムトラブルの際には、障害の検知や状況把握が的確に行
われており、復旧に向けた迅速な対応ができた。
　また、改善要望・提案について、システム運用調整会議に
おいて対応方針に基づき審議、決定した。

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

医療機器、設備及び医療情報システム（電子カルテを含む）などの計画的導入・更新
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【附】前回（平成23年度）指摘事項に対する取組を
継続的に確認するとともに、平成25年度から新評価
基準となったため、次回受審（平成28年度・予定）に
向けた情報収集を行う。
【セ】病院機能評価（平成26年３月受審）の結果報
告を踏まえ、順次改善を図る。

【附】前回指摘事項に対する改善を継続的に行ったほ
か、次回受審に向け、既に新評価基準での受審を終
えたセンター病院と情報共有を行い、受審に向けた対
応スケジュールを作成した。
【セ】平成26年８月に審査結果の報告があり、病院機能
評価の認定が更新された。これにより、引き続き、医療
の質向上が図られている。

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

【共】広報誌（【附】『With』『ネットワークWith』、【セ】
『十全』）の定期発行やＷｅｂサイトを通じてタイムリー
な情報発信を行うほか、地域貢献センター主催のエ
クステンション講座（医療講座）において本学の教員
が積極的に講師を務め、市民の生涯学習や健康増
進に寄与する。
【セ】地域医療機関や訪問看護ステーション向けの
広報誌を創刊し、病院のＰＲや連携促進を行う（再
掲）。また、民間メディアの活用等も行い、幅広い層
に向けたＰＲ活動を行う。

【共】広報誌の定期発行を行ったほか、Webサイトにお
いては昨年度導入したCMS（コンテンツマネジメントシ
ステム）の操作研修を引き続き行うことにより、各課にお
ける迅速な情報発信を支援した。
【セ】地域における在宅看護をサポートするため、訪問
看護ステーションとのネットワーク構築を進めたほか、
地域医療機関等を対象とした広報誌「地域連携だよ
り」を創刊した。（再掲）
また、横浜市フィルムコミッション事務局からの要請を
受け、患者や家族に配慮しつつ病院運営に支障のな
い範囲で、テレビ番組等の撮影に当院施設を提供し、
メディアを通じた当院及び横浜市のプレゼンス向上を
図った。

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

病院機能評価の継続取得

医療講座及び広報の充実

（４）　広報・市民啓発の充実　【地域貢献】

　医療講座の充実や、webサイト及び
院外広報誌などによる情報発信など
を継続し、医療啓発の面における地
域貢献を積極的に進める。
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診療情報を医療の更なる質の向上や病院経営につ
なげるため、
　【附】病院情報システム更新に合わせて、診療
データを効果的に活用できる環境を整備する。
　【セ】病院全体の稼働額に影響のある診療科に対
し、稼働額の増加（もしくは減少）要因等の情報を定
期的に提供し、病床運営の効率化を促す。また、医
療情報システムに蓄積された業務データ情報を研
究や診療に活用する。

【附】次期病院情報システムの更新に合わせ、医療用
データウェアハウスシステムの導入を決定した。
【セ】各月の稼働額や各種経営指標等を定期的に分
析し、効果的な病床の配分を行うための判断材料等に
活用した。
　また、入院に係るDPC/PDPS（診断群包括評価支払
方法）について、包括に含まれるコスト項目（薬剤、検
査等）を、医療の質を担保しつつ内容を見直すことが
できるか、コンサルティングを通じ、同規模の大学病院
とのベンチマークを活用しながら分析を行った。さら
に、その分析結果をもとに報告会を開き、医師等への
働きかけを行い、パス運用の改善を図った。

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

①病院全体だけでなく診療科単位での経営分析を
さらに進めるため、
　【共】DPCや診療科別原価計算を基に指標の整備
を行い、経営面での指標分析に取り組む。

②医療の質を客観的に評価するため、
　【共】国立病院機構の指標等を参考に、２病院共
通のクリニカルインディケーターの調整・検討を行
う。

①【共】２病院において、各月の月次速報値に基づき、
診療報酬額や各種の経営指標の内容を各診療科ごと
にチェックすることにより、効率的な運用を図った。
②【共】クリニカルインディケーター（臨床指標）につい
て、２病院で協議を行った。
【セ】昨年度に引き続き、国立病院機構が公表している
項目を加えた27の指標項目について、データを抽出
し、院内で情報共有を行った。また、以前より抽出を
行っていた14項目についても、全国で多くの病院から
国内の標準的な臨床指標として認知されている聖路加
国際病院のQuality Indicatorとの比較を継続して行っ
た。

【附】
Ｂ

【セ】
Ｂ

附属２病院間における指標の整備

医療情報システム（電子カルテを含む）等診療データの有効活用

（５）　各種指標の整備・活用

　附属２病院の医療の質や経営水準
を一層高めるために、附属２病院間に
おける各種指標の統一化・整備や電
子カルテ等の診療データの有効活用
を推進する。

84 



平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

②　法人の経営にあたっては、経営
効率の追求だけでなく、大学の個性
を育てることを重視した経営を進める
とともに、大学の全組織が一体となっ
て、教育研究において既存の枠組み
を超えた領域横断的な体制を構築す
る。

③　経営審議会及び教育研究審議会
における効果的・機動的な審議と学
内コミュニケーションの改善により、部
局間の連携やトップマネジメントが効
率的に機能する組織に向けた改善を
行う。

Ⅲ　法人の経営に関する目標を達成するための取組
　Ⅲ－１　業務運営の改善に関する取組

大学の活動や経営方針等に関する情報周知など学内コミュニケーションの改善

　経営方針会議及び経営審議会を中心に、学内外
理事で審議を行う会議体について、議題の見直しを
進めるとともに、議論の活発化を図る方策を検討、
実施する。また、会議においてガバナンスに関する
情報提供や意見交換の場を設けるなど、意識向上
を図る。
　法人の経営に関する情報を学内に周知するため
の媒体「YCU法人News」について、（内容・構成・発
行回数等アンケート結果を踏まえて)全学をあげて
取り組むべき課題の特集等、内容の充実を図る。
　また、中期目標、中期計画等をわかりやすく記載
したリーフレット等を作成し、新入教職員に配布する
ことによってYCUミッション等本学の基本方針の周
知を図る。

　第３期中期計画に向け、経営方針会議等において大
学を取り巻く状況を踏まえた中長期的な課題について
意見交換を定期的に行ったり、経営審議会において
国や他大学の動き等も随時報告するなど会議の活性
化を進めた。
　YCU法人Newsについては、特集号の作成や、国の
大学改革等の社会動向及び本学のタイムリーな動きに
合わせたメッセージを掲載し、教職員が本学の方向性
や動きを意識できるようコンテンツを充実させた。
　また、YCUミッションや各ポリシーの位置付けや法人
の意思決定の仕組み等をわかりやすくまとめたリーフ
レットを作成し、27年度の新採用教員オリエンテーショ
ン等で配付した。

①　公立大学法人として、法人の健全
性と経営の効率性を確保するため、
理事長・学長を中心とした経営管理
体制を確立し、ガバナンスの強化を
図っていく。

B

１　ガバナンス及びコンプライアンスの強化など運営の改善に関する取組

（１）　ガバナンスの強化・コンプライアンス体制の充実
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

④　内部監査の徹底や不正防止に関
する啓発活動を通じて、不正やハラス
メントが発生しない大学運営を維持し
ていくとともに、教職員が一丸となって
コンプライアンス推進体制の強化を図
る。

B

コンプライアンス推進体制の強化・ハラスメントの防止と対策・内部監査の充実

　コンプライアンスについては、全教職員を対象とした
研修で「大学におけるリスクマネジメント」をテーマに、
大学で起こりうる問題事例を、再発防止策、要因分析
を交え事例演習形式を取り入れながら多数取り上げ
た。また、内部通報制度委員会定例会を４回開催する
など各種委員会を適正に運営した。
　ハラスメント対策については、教職員、新入生に啓発
用パンフレットを配付するとともに、新採用職員、新入
生を対象とした研修を実施した。また、新たに各拠点ご
とにハラスメント防止活動責任者を置くなど、防止体制
を強化するとともに、ハラスメント防止委員会が設置す
る調査委員会の委員数や、コーディネート委員会の体
制も見直し、発生した案件に対する迅速かつ適切な対
応をとれるよう改善した。さらに、教職員向けの研修に
ついては、対象者を広げ全教職員向けにeラーニング
を活用し実施した（受講者419名)。
　内部監査については、「研究費の適正執行」に係る
計画の立案、実施、監査結果報告書の作成、理事長
報告、合同調整会議での報告を行った。また、三様監
査における監査結果の情報共有や意見交換を行う連
絡調整会議を開催し、法人内部統制の強化・充実を
図った。

　コンプライアンスについての注意喚起や意識啓発
に関する通知の発信及び研修の実施等により、コン
プライアンスを重視する組織風土づくりを進める。ま
た、コンプライアンス推進体制の強化に向けて、内
部通報制度委員会や推進委員会の適正な運用を
行う。さらに、公的研究費の適正化に関する国のガ
イドラインの見直しを踏まえ、対応の検証を行う。
　ハラスメント対策では、各種啓発活動を実施し、学
生や教職員にハラスメント防止や対策についての意
識を浸透させるとともに、発生した事案について適
切に対応する。
　また、内部監査については、前年度に引き続き内
容を充実させるとともに、内部監査、監事監査、会
計監査人監査の連携・協力体制を更に推し進める。
また、監査結果のフィードバックと所管対応の進捗
管理についてより一層の充実化を図る。
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　公募制を原則とし、面接、模擬講義等により人物
評価を適正に行って、優秀な教員の採用を進める。

　学内外の委員で構成される人事委員会において、教
員採用における発議等について審議し、公正・適正に
採用選考を実施した。採用については、原則公募と
し、再公募案件含め31件の公募を実施した。

B

　教員評価制度のより効果的な運用が行えるよう継
続して改善していく。また、教員評価システムの機器
の更新に併せてソフトウェアについてもより使いやす
くなるよう改善を図る。

　25年度評価を教員評価委員会で決定し、昇給、一時
金に反映した。また、医学系教員について、より的確な
評価が実施できるように評価者の見直しを実施した。
　さらに、教員評価システムの更新・改修を適切に実施
し、システム登録上の不具合に関する問い合わせ件数
が前年度に比して約半数程度になるなど、事務局の負
担軽減につなげた。

B

　任期制、年俸制、評価制度を継続しつつ、教員の
モチベーション向上につながるよう平成25年度から
本格導入した特別研究期間（サバティカル）制度を
引き続き実施する。

　特別研究期間（サバティカル）制度については、26年
度から２年先までの期間のサバティカル取得を可能と
し、利用しやすい制度に見直した結果、申請者が前年
度の３名から７名に増加、このうち27年度適用者につ
いては10月に３名（前年度比1名増）を決定した。

B

任期制・昇任等の運用方法見直し、職階制の見直し

教員評価制度の効果的運用

２　人材育成・人事制度に関する取組

①　原則として公募制を継続するが、
優秀な人材をより効果的に採用する
ために、必要に応じて招聘による採用
を行うなど、新しいコース・教室の再編
等に沿った教員採用を進める。

（１）　教員の人事制度の効果的な運用

戦略的方向性に基づく教員採用と人員配置の適正化

②　任期制・年俸制・評価制度を継続
し、より横浜市立大学に即した効果的
な運用が可能となるよう、継続的な改
善を進める。また、教員のモチベー
ションの向上に繋がる新たな制度の
導入を検討・実施する。
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　子育て支援制度の案内資料等を適宜改定し、周
知をしていくとともに、イベント時の一時保育につい
てニーズを調査し、実施する。
　また、外国籍教員に対して、本学での就業等に関
わる情報を適宜提供する。

　子育て支援制度の案内については、本学学内用
Webサイトなどにより継続的に周知をした。
　また、大学入試業務時、学年暦の変更に伴う一部祝
日の授業開講時の一時保育を学内会議室を利用し実
施した。
　外国籍教員に対する情報提供については、主に入
管に係る手続き案内や各種証明書の英訳版対応等、
適宜、情報提供した。

B

教職員、外国籍教員の労働環境整備
③　教職員への子育て支援や外国籍
教員への支援の充実など、働きやす
い環境の整備を行う。
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　職員育成の取組を強化するため、民間企業や他
大学等の取組を参考としながら、現行の人事制度
や研修等について検証し、充実・改善を図る。

　各所属代表の職員による「YCU職員育成プロジェク
ト」（２班、計17名が参加）を設置し、民間企業や他大学
等への調査を含めた検討・協議を重ね、人事異動や
研修体系、人事考課などにかかる改善提案を取りまと
めて理事長報告会を行った。プロジェクトでの検討結
果が、昇任選考方法の拡充や職員人事異動時期の見
直し等につながった。
　また、研修については、国際部門の現場で活躍して
いる他大学の大学職員による外部研修を関連部署の
職員に受講させるなど拡充を進めた。

A

　固有職員の育成と管理職への登用を推進し、職
員の固有化率を着実に高めていく。

　係長昇任選考により、固有職員の管理職登用を促進
するとともに、人事異動の実施に合わせ、市派遣職員
の解消を図るなどの取組により、職員の固有化率を
66.4%(25年度比2.6ポイント増)まで引き上げた（平成26
年5月時点）。昇任については、試験による選考に加え
推薦による選考も新たに実施し、固有化率向上につな
げた。

B

法人職員の育成状況にあわせた市派遣職員の転換

（２）　職員の人材育成とモチベーションの向上

職員の能力開発とモチベーション向上
①　横浜市立大学の今後を支えてい
く法人職員が大学の理念を理解し、
責任感と誇りを持って業務に専念する
ことのできる職場環境の充実に向け、
「人材育成プラン」に基づく職員の
ワークライフバランスに配慮したキャリ
ア形成支援等、職員の育成を行う。

②　法人職員の育成状況に合わせ、
市派遣職員の職を段階的に固有職
員へ転換する。
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①健康診断時のメンタルヘルス・スクリーニング陽性
者への介入を行うとともに、介入への応答率を高
め、フォローアップにつながるようにするとともに、病
気休暇者にも適宜対応を行う。
②各種情報の提供や、管理職に対するメンタルヘ
ルス研修を推進することで、メンタルヘルスへの理
解と管理技術に関する啓発・普及を進める。
③福浦キャンパスでの相談対応、および保健管理
体制を強化する。

①③６月から心理士を福浦キャンパスに週４回派遣し、
相談体制の充実を図った。また福浦キャンパスだけで
なくセンター病院での相談体制も整い、各健康管理室
医師・看護師のほか、人事課や職員課とも連携して対
応できるようになった。教職員間で心理士による相談
対応が周知され、早期に対応ができるようになった（心
理士相談件数延1036件、前年比125.9％）。
　健康診断に関しては、健康診断の受診勧奨など積極
的に行い、健康診断時のメンタルヘルス不調者への早
期介入とフォローアップを行った。メンタルへルス不調
者への対応体制が整い、関係部署との連携が図れ、
早期発見及び介入がなされつつある（26年度受診率：
95.1％、25年度受診率：96.8％）。また、病休者への早
期介入、復職後のフォローなどの体制整備がなされ、
再休職防止につなげている。
②職員に対してストレスマネジメント・セルフケア研修を
各セグメントごとに複数回実施した。また、教員に対し
て保健管理センターの役割や学生支援のあり方など
FD研修を行った。

B

教職員のメンタルヘルスケアの充実
　教職員のメンタルヘルスケアへの意
識を向上させるとともに、相談体制の
充実も図る。

（３）　教職員の心身ケアの充実
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法人と横浜市とで連携し、横浜市による八景キャン
パスの耐震補強事業を実施する。
・文科系研究棟耐震補強工事
・本校舎耐震補強工事(第１期)
・（仮称）学生交流センター新築工事

　文科系研究棟の耐震補強工事について、予定通り
工事を完成させた。
　また、本校舎から理学系研究棟への仮移転について
も予定通り実施し、（仮称）学生交流センター新築工事
についても10月に着手した。
　さらに、八景キャンパスの建物内、外構サイン設置に
関するマニュアルを作成した。

B

　学生・教員の安全確保、施設の長寿命化のため
の計画的な施設・設備の改修として、医学部各棟外
壁等の補修や、老朽化したＲＩセンター排水監視盤
等の更新を行う。

　学内行事等の関係でスケジュールを変更し、外壁補
修工事を実施できた（1～3月）。また、RIセンター排水
監視盤等更新については11月に完了することができ
た。
　確実に工事を完了することができ、学習環境にかか
る施設整備の充実と安全性を確保することができた。

B

３　大学の発展に向けた整備等に関する取組

（１）　施設整備と環境改善

医学部施設修繕

横浜市と連携したキャンパス整備（建物の耐震補強事業）
①　耐震補強など含めた八景キャン
パスの再整備を横浜市と連携しながら
実施する。ＩＴ環境の整備など、学生
や教職員にとって利便性が高く、魅力
的であり、かつ安全に活動できる施設
の整備・充実を図るとともに、市民の
財産である大学施設の地域開放を進
める。
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　基幹ネットワークシステム及び情報実習室システム
更新に伴い、信頼性・可用性・利便性の高い情報基
盤を整備する。また、第３期ＩＴ環境整備計画に向け
た情報収集を行う。

　本学の情報基盤である基幹ネットワークシステムを更
新し、障害時復旧の迅速化や安定稼働性の向上を実
現するとともに、次のような教育研究環境の向上に繋
がった。
・情報教育実習室の整備（パソコン台数増設による「情
報コミュニケーション入門」（必修科目）座学化問題の
解消や、ソフトウェアの最新化）
・リモートデスクトップシステム（情報教育実習室パソコ
ンの環境を研究室等から利用できるシステム）の導入
・無線ＬＡＮ利用可能場所の増設
　また、メールシステムをクラウド化し、システムの効率
化を図ることにより、構築費用や運用保守費用の削減
にも繋がった。
　今後は、本学のIT環境について客観的に評価し、課
題を見出した上で、第3期IT環境整備計画を策定す
る。

B

　環境管理システムの運用により、継続的な省エネ
ルギー活動の取り組みを推進するとともに、地球温
暖化対策の視点から、電気・ガス使用量を削減す
る。また、省エネ意識啓発等に関する取組提案を募
集する。

　環境管理システムの運用については、各課及び各系
列の目標と前年度環境配慮取組の実績を集約し、５月
に環境管理委員会にて報告した。
　また、環境管理研修は方法を変え、環境問題に精通
している教員に講師を依頼するとともに、例年は環境
活動責任者のみが研修を受けていたが、26年度は受
講対象者を全教職員に広げ、他キャンパスにはビデオ
会議にて実施としたことで、例年より多くの聴講者を得
た。
　また、教職員、学生への省エネや意識啓発のための
取組を募集し、環境問題への意識啓発を図った。

B

IT環境の整備(法人運営・教育研究）

②　学生、教職員の安全を第一に考
えた防災対策に努めるとともに、大災
害時の医療救護活動や大学施設など
の提供についても引き続き横浜市と
連携しながら実施していく。また、大学
独自の環境管理計画に基づいた省エ
ネ活動を推進する。

省エネルギー
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　横浜市の防災計画の修正等を踏まえて法人の危
機管理体制の検証・見直しを行い、教職員や学生
の防災意識を高める。また、身の安全を確保しなが
ら避難行動ができるように防災訓練を行うとともに、
防災備蓄等の更新・充実を計画的に行う。更に、横
浜市（金沢区）と適宜防災に関する調整を行う。
　学生の危機管理については、危機管理訓練及び
危機管理研修の検討・実施や、海外派遣プログラム
緊急時の対応マニュアルを更新するとともに、学生
向けに危機発生時の対応を網羅したマニュアルの
作成を進める。

　勤務時間外に地震が発生した場合の「初動対応行
動マニュアル」を新たに作成し、発災時から１時間以内
に参集可能な職員を対象に、初動対応訓練を実施し
た。また、参集訓練、普通救命講習等の各種防災訓練
を実施したほか、防災備蓄の更新を当初の計画どおり
実施した。
　横浜市との連携については、金沢区から台風発生時
に地域住民の自主避難受入に関する協力依頼があり
適宜対応したほか、金沢区主催の災害対策本部運営
訓練に参加した。
　学生の危機管理については、実際に起こりうる海外
での事故を想定した危機管理シミュレーション訓練を
実施し、海外派遣プログラム緊急時の対応マニュアル
の検証・更新等を行った。また、国内・構内での緊急時
の対応マニュアルも作成した。

B

危機管理体制の推進
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　引き続き、文部科学省（国）、他大学の情報収集
（Webサイト、新聞等）を進め、整理する。

　大学間連携に関する情報を文部科学省およびWeb
サイト、新聞記事等から随時収集した。 B

　理化学研究所及び産業技術総合研究所との連携
大学院の関係を強化するとともに、生命科学と医科
学の両分野の教育研究の推進のため、国外の他大
学等との連携の推進について検討する。(再掲）

　理化学研究所及び産業技術総合研究所の大学院客
員教員の研究室に、17名の学生が所属した。また、国
外の大学との連携を推進するため、韓国のソウル大学
校および浦項工科大学校とMOUを締結した。また、国
立医薬品食品衛生研究所の研究員３名に講義を依頼
し、連携を強化する一因とした。(再掲)
　そのほかにも、研究室への配属方法について、人数
制限や学生の希望を最大限考慮するなど、人材の育
成に基づいた配属を行うための検討を教授会で行い、
そのように配属を行ったことで、研究室内で教員と学生
が密に研究教育活動を行える環境を整えた。

B
(再掲)

生命医科学分野の再編<<再掲>>
②　生命医科学分野の世界的レベル
の研究拠点となることを目指し、大学
院の医系・理系を中心とした再編に合
わせ、教育研究の活性化を図るた
め、他大学との連携についても検討
する。<<再掲>>

①　ダブルディグリーや共同学部の設
置等、他大学との連携の可能性につ
いて検討委員会等を設置し、検討を
進める。

大学間連携の構築に向けた検討

（２）　大学間連携の構築に向けた検討
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　公立大学法人として、市民に大学経営の透明性を
図るために、大学の基本情報、経営情報の適切な
公開を進める。また、引き続き他大学の公開状況・
ページレイアウト等を調査し、本学として追加公開が
必要な項目の検討及びページの更新を行う。
　平成26年度の公開に向けて準備が進められてい
る大学ポートレート※に参加し、適宜情報を更新す
ることによって、受験希望者や保護者へ向けて必要
な情報を提供する。

※大学ポートレート…受験生や保護者をはじめとす
る関係者へわかりやすい情報を提供する大学情報
サイト

　情報の公開については、例年と同様のスケジュール
で大学ウェブサイトに学校基本調査等の情報を掲載す
ることができた。
　大学ポートレートについては、運営側（国等）の都合
によりデータ入力時期や公開開始が遅れる中、動向を
見ながら適宜データ作成を進め、３月公開につなげ
た。 B

　公立大学法人として法人情報の適
切な管理に努めるとともに、市民に対
する大学経営の透明性を図るため、
大学の基本情報や経営情報、地域貢
献・国際化に向けた活動、教育研究
活動などの情報提供をホームページ
等を通じて行う。

（１）　情報の提供及び公開

４　情報の管理・発信に関する取組

各種情報・自己評価のタイムリーな公開
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

個人情報の取り扱いに係る職場点検及び研修を引
き続き実施し、地道な啓発により確実な個人情報管
理の徹底を図る。

　昨年６月の個人情報漏えい事故の反省を踏まえ、個
人情報管理に関するワーキングを設置し、教職員の意
識改革・組織風土改善を目標に検討を進めた。
　自主点検に加え事務部門の相互点検を実施したほ
か、個人情報保護の体制については、個人情報保護
責任者である課長級に加え、新たに係長級を個人情
報保護実務者に位置付けることにより、個人情報を適
正に管理する体制を整えた。
　研修については、従来の集合研修に代えて、大学や
病院で起こりうる事例を盛り込んだeラーニング用コンテ
ンツを作成し実施した。また、新たに「Team STEPPS研
修※」を事務管理職を対象として実施し、組織のチー
ムワークを向上させるための意識付けを行った。
　このように法人全体で取組を強化してきたが、平成27
年4月の附属病院での個人漏えい事故を防ぐには至ら
なかった。
※「Team STEPPS研修」…人的要因による事故を未然
に防ぎ、組織のチームワークを向上して確実なチーム
での業務を実現することを目的とした研修

C

　個人情報の取り扱いに関する学内
啓発を徹底し、個人情報の保護に努
める。

（２）　個人情報の保護

個人情報管理の徹底
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

大学データの整備と分析方法の検討を行うととも
に、学内での情報共有を推進する。

　基本データについては、収集範囲を増やしたうえで
データベース化してYCU-netで公開し、学内での情報
共有を進めるとともに、27年度受審予定の認証評価に
向けた自己報告書作成に積極的に活用した。また、大
学ポートレートについては、運営側の大幅なスケジュー
ルの遅れの中、１月に入力作業を完了したが、今後の
有効な情報活用策について引き続き検討していく。

B

（３）　大学データの蓄積・活用

大学データの整備・活用
　大学の戦略的な経営に不可欠な
データを蓄積していく仕組みの構築
を行い、データ保有部局間の連携に
よるデータ分析を適宜実施して経営
に活用する。
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　SNSなど時代に合わせた情報発信ツールを整備
し、教職員の広報マインドを醸成するとともに、教
員・学生からの情報発信を促進することで、各ス
テークホルダーのニーズに応える。また、「地（知）の
拠点整備（COC）事業」に関する情報や地元企業へ
向けた本学の情報等を重点的に発信する。

　「公立大学法人横浜市立大学ソーシャルメディア利
用規約」を制定し、ツイッターやフェイスブックなどの
ソーシャルメディアによる情報発信を開始した。
　また、教員が研究室・教室・診療科などの情報を発信
するWebサイトに、更新が簡単に行えるCMSを導入し、
教員からの積極的な情報発信の促進や、閲覧者が見
易くなるよう大学サイトのデザインの統一を図った。さら
に、Webページの作成技術を教職員に浸透させるべ
く、特に看護学科教員向けに実習形式の研修を行い、
情報発信の推進を行った。
　入試広報としては、「卓越する大学」（大学通信）へ特
集記事を出稿したほか、「リスティング広告※」により
オープンキャンパスの周知と集客等のPRを行った。
※リスティング広告…検索サイトから検索した際に、検
索結果ページに掲載される広告
　地（知）の拠点整備事業（ＣＯＣ）については、Ｗｅｂサ
イト構築サポートやシンポジウム開催、広報誌whistle１
月号での特集記事等、PRを積極的に進めた。

B

　横浜市立大学としてのブランド力、
知名度を高めていくため、教員の研
究成果等を含めた大学情報の積極的
な広報を通じて志願者、学生、卒業
生、市民、企業、研究機関等へ大学
の魅力を伝えていく。特に卒業生に
対しては戦略的な情報提供を行い、
市大に対する愛校心の醸成につなげ
る。

（４）　大学広報の充実　【地域貢献】

大学情報の積極的な発信
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　後援会等と連携して本学の卒業生情報を整備し、
効果的な情報提供を進めるなど卒業生対策を強化
し、大学運営や学生活動の支援につなげる。

　卒業生向けの情報提供については、後援会の会則
を改正して卒業後の会費納入義務を廃止し、全ての
卒業生を会員とするとともに、26年度の卒業生から、在
学中に使用していたメールアドレスを卒業後も使用で
きるようにするなど、本学が情報発信しやすい環境を
整備した。また、これまでの情報発信ツールであるメー
ルマガジン（年４回発行）に加えて、インターネットを使
用しない年配層を中心とした卒業生にも大学の近況を
伝えるため「市大News」を創刊し、卒業生を対象とした
イベントであるホームカミングデー来場者宛てに発送し
た。
　また、同窓会組織との連携により、26年度のホームカ
ミングデーの卒業生の参加者数が過去最高となった
（26年度：150名、25年度：83名）。さらに、毎年開催し
ている「キャリアサポーターと学生の集い」と同日に
「キャリアサポーター懇親会」を初めて開催し、約100名
が参加して、卒業生間の繋がりを作る機会を提供する
とともに、母校への帰属意識の向上を図った。

B

卒業生対策の推進
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　Read&Researchmapの有効活用より、研究者情報
の発信及びそれに伴う他機関との連携促進を図ると
ともに研究成果を戦略的にWebで公開する。また、
研究活動に特化した本学の広報冊子を作成する。

　researchmapの活用については、定期的な更新を行う
よう教員向けに依頼し、研究者情報のHPのレイアウト
等の見直しを進めた。定期的な更新が促進するよう、
教員向けのPR方法の工夫も検討していく。
　研究成果として、教員や広報担当と連携を取り、八景
キャンパス等（鶴見、舞岡含む）に係る７件の記者発表
を行った。その他、数件の成果等についてWeb公開に
よりPRを図った。また、広報冊子（YCU RESERCH)を作
成し、官公庁での配布や展示会をはじめ、学内で開催
されるイベント等で配布し、本学の成果や研究情報に
ついて広く発信した。また、英語版の冊子も作成し、外
国人向けのイベント等でも周知した。今後は、YCU
RESERCHの記載内容等について27年度から配属され
たURAの意見等も踏まえて、より効果的な見せ方がで
きるよう検討・調整を進める。

B

　中期目標に示された運営交付金の
考え方に基づいて横浜市より交付さ
れる運営交付金等により、中期目標
の達成を目指す。

教員の研究成果等の情報発信

１　運営交付金に関する取組

Ⅲ　法人の経営に関する目標を達成するための取組
　Ⅲ－２　財務内容の改善に関する取組
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

　寄附募集について学内催事やエクステンション講
座等でのＰＲ、ホームカミングデーの開催、ＹＣＵ古
本募金（仮称）の導入等により、ＹＣＵサポート募金
の拡充につなげる。また、振込・インターネット・古本
に続く新規寄附チャンネルを検討する。

　26年度は寄附件数が25年度比で13件増えたもの
の、高額寄附が少なかったことにより、総額は25年度
比666千円の減となったが、寄附募集のPRについて、
入学式に寄附パンフレットを配布したことにより、保護
者からの寄付が25年度比で約２倍となった（H26：11
件、H25：５件）。また、26年度に新たにYCU古本募金
を導入し、ホームカミングデーや同窓会報発送時に卒
業生へ広く周知したことにより１万冊を超える寄附が集
まった（2月末現在の寄附額217,871円）。
　さらに、新たに寄附しやすい環境整備の一環として
振込手数料無料の寄附専用振込用紙の作成・卒業式
での配布や、大学Webサイトの「ご寄附・ご支援をお考
えの方へ」をより見やすいレイアウトに変更するための
準備を行った。（平成27年５月更新予定）

B

２　自己収入の拡充に関する取組

寄附制度の拡充

（２）　寄附制度の充実等による自己収入の確保

　教育研究の推進による外部資金の
獲得や寄附者のメリットを明確にした
積極的な募集活動等により、自己収
入の獲得に努める。
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実績中期計画 26年度計画 自己評価

研究水準の向上と外部研究費の獲得拡大<<再掲>>

①学際的・複合的ユニットによる「戦略的研究推進
費」での戦略的な研究を展開する。
②説明会や公募情報の案内により、科学研究費補
助金や国家プロジェクト等の獲得拡大を支援する。
③間接経費の獲得額に応じた各キャンパスへの配
分や大型研究費を獲得した研究者への特別対象
研究費の配分により、研究費獲得や実施体制を支
援する。
④海外出張補助金により学会発表等、海外研究者
との連携機会を提供する。(再掲）

①戦略的研究推進費第２期について、研究戦略委員によるサ
ポートミーティング兼中間評価（９～10月）を実施し、進捗状況確
認、アドバイス等を行った。
②科研費の申請に向けて、産学連携コーディネーター等による計
画調書書き方説明会（９月/１回/福浦キャンパス（他のキャンパス
はポリコム中継）、計画調書作成サポート（夏季（８月）・秋季（９
月）・直前（９月）/３期間）及び応募手続説明会（９月/４回/各キャ
ンパス）を実施した。
③間接経費の獲得実績に応じた各キャンパスへの配分及び大型
外部研究費を獲得した研究者への特別対象経費（５件）の配分を
行い、実施体制等を支援した。
④海外出張補助事業について、申請46件の内、21件の補助を行
い、学会口頭発表等への支援を行った。
　外部研究費獲得額及び件数（奨学寄附金含む全体）について
は、社会動向による大学への奨学寄附金見直し等の影響により、
過去最高となった前年度を下回るものの、年度計画における到達
目標（21年度の14％増）については、上回る結果である。
　平成27年度からは、４月に開設した学長を室長とする「URA推進
室」において全学的な視点から、戦略的取組を検討・推進する。
　また、平成26年10月施行の横浜市がん撲滅対策推進条例への
対応を図るため、平成27年４月に、学術院会議のもと、「市立大学
におけるがん研究への支援事業対応本部」を設置し、附属病院
先進医療推進センターの取組やがん研究へのURAの支援を推進
していく。

※指標：外部研究費受入件数（奨学寄附金を除く）
　　平成28年度到達目標：21年度の20％増

B
(再掲)

102 



平成26年度計画

自己評価中期計画 26年度計画 実績

　金融情勢や市場金利動向等を踏まえ、余裕資金
を効率的に運用し、施設開放による使用料の確保、
有料公開講座の開催等を通じ、自己収入の確保を
推進する。

　期中の資金需要、キャッシュフローを見極めながら適
宜資金運用を行った。また、新たに複数年債券（地方
債中心）の運用を開始し、より効果的な資金運用に取
り組んだ。学内施設開放については、利用申請に基づ
き59件の一時貸付を行い、有料公開講座についても、
企画・実施し、収入を確保した。
　また、印刷物やWebページを活用した広告収入の確
保にも取り組んだ。
【経年推移　（単位：千円）】
　受取利息　　施設利用料　エクステンション講座収入
26年度　2,525         19,057             61講座17,077
25年度　3,530　　　　20,760　　　　　　93講座19,550
24年度　3,722　　　　15,245　　　　　　95講座19,031
23年度　2,822　　　　10,029　　　　　　83講座16,692

B

自己収入の確保（Ⅰ余裕資金の効率的運用、Ⅱ施設開放による収入、Ⅲ公開講座による収入）
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

　新規事業や業務量の増加に対しては、基本的
に、既存の事務事業や体制の見直しによる人員捻
出で対応し、職員人件費を抑える。
　教員人件費は、国際総合科学部・大学院では、大
学のミッションに基づくコース・研究科の再編やカリ
キュラム見直し等を踏まえ、計画的な採用・昇任を
実施する。医学部では、附属２病院のあり方と役割
分担を踏まえ、採用・昇任を検討する。
　また、各課ごとに目標を設定し、時間管理を徹底
することで、超過勤務の抑制を図る。

　人件費抑制や病院経営状況を踏まえながら、次年度
の教職員配置の見直しを行ない、採用試験や昇任選
考を実施した。
　超過勤務削減については、
①各課ヒアリング(前・後半)
②下半期に取組重点事項を提示（部長決裁導入、勤
務時間外の業務が発生した場合のずらし勤務・早出遅
出勤務試行、朝超勤の励行等）
③超勤時間を毎月報告、超勤総額の提示
④各課取組を共有、等を実施し、
総超過勤務時間（事務部門）について、前年比２%減を
達成できた。
(25年度　115,373時間／26年度　113,119時間)
　また、第３期ワーク・ライフ・バランス行動計画(H27～
H28)について、第２期よりも目標及び目標達成に向け
た取組を具体的に記載し、より客観的な評価を行える
よう策定した。

B

　単純に削減を進めるのではなく、大
学の運営・教育・医療の質の維持を優
先し、大学の経営戦略に沿った適正
な人件費管理を実施する。

（１）　効果的な人件費管理の運用

３　経営の効率化に関する取組

適切な人件費管理の実施
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

　事務用消耗品の発注に係る取組について、事業
用で必要となる消耗品にも適用を拡大し、更なる発
注・契約事務の効率化を図る。

　事務用消耗品管理システムについて、事業用の消耗
品購入にも適用できるよう、マニュアルを改正し、購入
手続き等の効率化を図った。
　また、経理マニュアルの策定に先駆け、購入依頼伝
票にかかる重複決裁を解消するルールを策定し、経理
業務における作業の効率化に向けた取組を進めた。
（27年度から適用開始）

B

　大学・附属２病院の緊密な連携のも
と、適正な経費執行や法人化以降導
入してきた事務改善の取組について
の継続的な見直し等により、経営の効
率化を推進する。

発注・支払い業務の効率化

（２）　事務改善等による経営の効率化
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平成26年度計画

実績中期計画 26年度計画 自己評価

　平成25年度計画の自己点検・評価及び第２期中
期計画前半３年間を振り返る中間評価を実施する。
また、第３期中期計画策定に向けた策定の方向性
及びスケジュール等の検討を始める。

　25年度計画の自己点検・評価、第２期中期計画期間
の中間評価を実施し、今後強化すべき取組等を洗い
出し法人評価委員会による評価を受けるなど、第３期
の策定につながる振り返りを行った。
　また、第３期中期計画策定に向けては、法人内や横
浜市とで方向性やスケジュールについて調整を行うな
ど準備を進めた。

B

①受審体制の構築等、受審準備を行う。
②各部局における自己点検評価を実施し、課題の
改善に向けた取組を促進する。また、評価書の原案
を作成する。

①②８月初旬に学部・研究科、所管部局へ自己点検
実施の依頼を行い、１月中旬までに自己評価書原案と
して取りまとめた。３月開催の教育研究審議会、合同調
整会議（大学評価本部）、経営審議会にて報告を行
い、ほぼ、実施スケジュール通り取り組むことができた。
また、評価項目を自己評価することにより、本学の取組
について、優れた点と改善点が明確となった。

B

１　事業の進捗管理に関する取組

認証評価の受審に向けた取組実施

自己評価・点検の正確な実施および評価結果の活用
　大学の運営・教育研究・医療活動の
さらなる充実を目指して策定した中期
計画の着実な達成にむけ、大学評価
本部のもと、各取組の進捗管理、根拠
となるデータ等に基づいた自己点検・
評価、第三者評価を実施し、それに
よって洗い出された課題の解決を継
続的に進める。

（１）　中期計画・年度計画に沿った事業の進捗管理

Ⅳ　自己点検及び評価に関する目標を達成するための取組
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